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ることにして、まず長野県経済の産業構造的特徴をデータで確認しておきたい。 
図－3 は『2011 年度 長野県の県民経済計算』から作成したものである。2001 年から 2011
年の 10 年間、一貫して総生産に占める製造業の割合が高いことが見てとれる。図－2 から図－
7 を比較すると、総生産に占める製造業の比率は国内では 22％から 21％に 1 ポイント落とし、
サービス業の比率は 20％から 22％に 2 ポイント上げている。長野県は対照的にサービス業の比
率は同じまま、製造業の比率が 2 ポイント増えている。 
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 製造業の内訳の推移を製造品出荷額等でみておくと、図－8 と表－1 となる。日本標準産業分
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表－1 長野県産業別製造品出荷額割合 
  一般機械 電機 輸送 精密 計 
1976 12.1 23.4 4.1 13.3 52.9 
1977 12.1 23.4 3.9 15.3 54.7 
1978 12.4 22.1 4.6 15.0 54.0 
1979 12.7 23.5 4.3 13.6 54.2 
1980 12.0 25.2 5.2 13.7 56.1 
1981 12.2 26.7 5.3 14.1 58.4 
1982 12.9 28.7 5.2 12.4 59.1 
1983 10.5 34.1 4.8 12.3 61.7 
1984 11.4 36.6 4.8 12.7 65.5 
1985 12.1 37.1 4.7 12.4 66.4 
1986 11.8 37.6 5.2 10.7 65.3 
1987 11.9 37.2 5.2 9.9 64.2 
1988 12.5 38.5 5.3 9.6 65.8 
1989 12.9 38.7 5.1 9.5 66.3 
1990 13.0 38.2 5.5 9.8 66.5 
1991 13.3 38.2 5.7 9.3 66.5 
1992 12.6 38.5 5.8 8.6 65.5 
1993 12.0 38.4 5.8 7.9 64.2 
1994 11.7 40.2 5.5 6.7 64.1 
1995 12.7 42.6 5.0 5.4 65.7 
1996 12.6 44.3 4.5 5.3 66.7 
1997 13.5 44.3 4.7 5.5 68.0 
1998 13.3 44.4 4.7 5.6 68.0 
1999 12.7 45.9 4.6 5.3 68.5 
2000 14.3 47.2 4.5 5.1 71.1 
2001 14.0 45.9 4.8 5.4 70.1 
2002 13.3 41.2 6.1 6.3 66.8 
2003 13.1 44.9 6.4 5.3 69.6 
2004 14.0 45.1 6.5 5.2 70.8 
2005 14.4 46.4 6.8 4.7 72.3 
2006 15.3 44.5 7.2 4.6 71.7 
2007 14.9 46.0 7.1 4.2 72.2 
2008 18.5 43.3 7.1 68.9 
2009 14.7 43.5 4.6 62.9 
2010 15.1 44.0 6.4 65.5 
2011 18.7 41.3 6.4 66.5 
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旧分類で考えると、長野県製造業は機械産業、電機産業、輸送機産業、精密産業を核にしてい
たといえよう。1980 年代半ば以降、この機械系 4 業種の比率は 6 割を超えるようになり、改定
直前の 2007 年には 72.2％まで占めるにいたった。 
 その中で電機産業の比重が突出して大きい。電機産業は遡る第 11 回改定（2002 年 3 月告示）
の分類改定で中分類「電気機械器具製造業」が 3 つの中分類「電気機械器具製造業」、「情報通
信機械器具製造業」、「電子部品・デバイス製造業」に分割され、第 12 回改定でも名称変更、電
機系中分類の順序入れ替え等が行われた。図－8 と表－1 は 2002 年の改正以降 3 分割された電
機系 3 分類を「電機」として纏めて、また 2007 年以降これも 3 分割された機械系 3 分類を「一
般機械」として纏めて継承性を持たせて作成したものである。総額では 1997 年に 7.1 兆円を記
録しその後 IT バブルの崩壊で落ち込むものの、「いざなみ景気」、アメリカの住宅バブル、東ア
ジアの工業発展を背景にしてリーマンショックまでに 7 兆円に回復する。そしてリーマン
ショック後 2009 年に 5 兆円を割り込むも、2010 年には 5.8 兆円まで回復した。しかし、直近
の 2012 年には 5.09 兆円に下降する。この 2 年間の下降は何によってもたらされているのか、
リーマンショック後からの 2 兆円の減少の原因と併せて考えておかなければならない。この点
は後ほど項を改めて考えていくことにしたい。 
図－8 から見えてくるように 1980 年代半ば以降、総額の推移は「電機」の出荷額等に大きく
規定されている。「電機」は 1996 年に出荷額等が 3 兆円の大台に乗り、2000 年にピークの 3.35
兆円、製造品出荷額等全体の 47.2％を占めるにいたった。IT バブルの崩壊で大きく落ち込んだ
後 2007 年にはピーク時に近い 3.24 兆円まで回復し、リーマンショック後の 2009 年には 2.17
兆円に減少し、2010 年に 2.57 兆円まで戻すものの、2012 年には 1.86 兆円に急減する。「電機」










多かった（注 4）。その中にあってパーソナルコンピューター（注 5）は 1990 年の 530 億円、95 年 1172
億円、2000 年に 1430 億円、2005 年に 3376 億円、2009 年に 5095 億円の出荷を記録した。また
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印刷装置も 2000 年にその年の最大の出荷額の 2452 億円を記録した。翌 2001 年にも第 1 位の
2471 億円を記録するも、2002 年には 1 位の座をパーソナルコンピューターに明け渡し、65 位
の 213 億円に急減するものとなり、直近の 2012 年には 361 億円、ピーク時の 14.7％の規模に
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表－2 1990 年 品目別 製造品出荷額上位 25（全事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 305121 電子計算機・同付属装置の部分品・取付具・附属品 28 708 818 137 
2 308919 その他の電子機器用・通信機器用部分品 21 199 499 146 
3 305114 出入力装置 17 546 459 17 
4 305113 外部記憶装置 16 166 141 15 
5 327111 ウォッチ（ムーブメントを含む） 13 994 828 6 
6 301121 小形電動機（７０Ｗ未満） 12 500 404 76 
7 304313 カラーテレビジョン受信機（キットを含む） 12 259 151 6 
8 308311 半導体集積回路 11 113 225 12 
9 311316 懸架・制動装置部品 10 788 295 69 
10 325211 35 ミリカメラ 8 045 448 7 
11 311319 その他の自動車部品（二輪自動車部品を含む） 7 901 323 97 
12 298121 事務用機械器具の部分品・取付具・附属品 7 445 096 102 
13 131119 その他の清涼飲料水 7 091 584 32 
14 135111 紙巻たばこ X 1 
15 302141 民生用電気機械器具の部分品・取付具・付属品 6 817 581 104 
16 327121 時計の部分品 6 539 850 53 
17 304422 磁気テープ（生もの） 6 466 543 7 
18 308913 通信用蓄電器 6 417 040 57 
19 309919 他に分類できない電気機械器具 6 243 329 33 
20 311314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 5 954 884 67 
21 206211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 5 426 466 12 
22 308911 通信用継電器 5 391 451 20 
23 305112 デジタル型電子計算機本体 5 301 310 3 
24 252211 生コンクリート 5 280 432 116 
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表－3 1995 年 品目別 製造品出荷額上位 25（全事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 305114 出入力装置 37 116 667 22 
2 308919 その他の電子部品 22 070 180 188 
3 305113 外部記憶装置 21 114 151 16 
4 305121 電子計算機・同付属装置の部分品・取付具・附属品 20 917 522 148 
5 305112 デジタル型電子計算機本体 11 721 415 4 
6 131119 その他の清涼飲料水 9 879 501 39 
7 308311 半導体集積回路 9 237 581 4 
8 301121 小形電動機（3 W 以上 70 W 未満） 8 334 301 48 
9 206211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 8 269 239 14 
10 308513 小形モーター（3 W 未満のもの） 8 229 300 21 
11 311314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 8 202 074 71 
12 311316 懸架・制動装置部品 8 061 305 65 
13 309919 他に分類できない電気機械器具 7 794 465 68 
14 308412 コンデンサ 7 607 981 40 
15 327111 ウォッチ（ムーブメントを含む） 7 604 234 3 
16 311319 その他の自動車部品（二輪自動車部品を含む） 7 411 030 102 
17 252211 生コンクリート 6 545 662 121 
18 135111 紙巻たばこ X 1 
19 308614 リレー 6 287 374 19 
20 302141 民生用電気機械器具の部分品・取付具・付属品 6 173 143 115 
21 304312 テレビジョン受信機（液晶式を除く） 6 130 419 3 
22 308811 プリント配線板（配線済みのもの） 5 570 379 35 
23 193112 平板印刷物（オフセット印刷物） 5 556 166 507 
24 124111 味そ（粉味そを含む） 5 265 956 124 
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表－4 2000 年 品目別 製造品出荷額上位 25（全事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 305131 印刷装置 24 515 868 11 
2 308913 液晶素子 21 046 511 5 
3 305121 磁気ディスク装置 15 084 369 7 
4 308919 その他の電子部品 14 814 872 92 
5 305112 パーソナルコンピューター 14 297 022 3 
6 X X X 2 
7 298121 事務用機械器具の部分品・取付具・附属品 12 261 279 103 
8 305161 電子計算機・同付属装置の部分品・取付具・附属品 11 593 919 136 
9 309919 他に分類できない電気機械器具 10 896 764 79 
10 308412 固定コンデンサ 10 376 103 28 
11 308312 モス型 IC 10 337 200 3 
12 311316 懸架・制動装置部品 9 486 496 64 
13 304412 カーステレオ 9 201 496 3 
14 311314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 9 077 201 75 
15 301121 直流・交流小形電動機（3 W 以上 70 W 未満） 8 198 557 29 
16 308811 リジッド配線板 7 468 492 26 
17 306919 他に分類できない電子応用装置 7 328 998 12 
18 206211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 6 858 215 10 
19 308513 小形モーター（3 W 未満のもの） 6 338 660 18 
20 308216 発光ダイオード 6 085 321 3 
21 308614 リレー 5 898 203 15 
22 X X X 1 
23 193112 平板印刷物（オフセット印刷物） 5 692 563 505 
24 131112 ジュース 5 616 528 25 





－ 14 － 
表－5 2005 年 品目別 製造品出荷額上位 25（従業者 4人以上の事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 282211 パーソナルコンピューター 33 762 131 3 
2 291913 液晶素子 27 937 623 4 
3 274213 デジタルカメラ 24 684 475 3 
4 291919 その他の電子部品 12 921 767 87 
5 279919 他に分類できない電気機械器具 12 770 392 38 
6 X X X 1 
7 301314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 12 004 984 60 
8 301316 懸架・制動装置部品 11 514 264 57 
9 291811 リジッド配線板 11 490 018 23 
10 282412 印刷装置の部分品・取付具・附属品 8 855 861 25 
11 271121 直流・交流小形電動機（3 W 以上 70 W 未満） 7 086 772 25 
12 101112 ジュース 6 967 093 23 
13 291412 固定コンデンサ 6 639 667 19 
14 291513 小形モーター（3 W 未満のもの） 6 073 584 14 
15 176211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 5 821 423 10 
16 161112 平板印刷物（オフセット印刷物） 5 510 857 224 
17 94111 味そ（粉味そを含む） 5 073 312 75 
18 274214 ビデオ機器の部分品・取付具・付属品 4 990 806 42 
19 291312 モス型 IC 4 819 701 3 
20 282321 記憶装置の部分品・取付具・附属品 4 604 870 14 
21 282212 パーソナルコンピューターの部分品・取付具・附属品 4 460 325 33 
22 281213 携帯電話機・PHS 電話機 4 388 893 4 
23 255211 打抜・プレス機械部分品（機械仕上げをしないもの） 4 365 078 112 
24 291821 プリント回路版 4 360 824 25 
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表－6 2010 年 品目別 製造品出荷額上位 25（従業者 4人以上の事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 X X X 2 
2 301315 無線応用装置 14 728 942 10 
3 284111 リジッドプリント配線板 11 556 001 21 
4 311316 懸架・制動装置部品 10 887 864 41 
5 311314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 9 828 314 63 
6 165211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 8 374 914 12 
7 289929 他に分類されない電子部品・デバイス・電子回路 8 204 028 65 
8 282112 固定コンデンサ 6 902 736 15 
9 101112 ジュース 6 319 254 29 
10 291121 直流・交流小形電動機（3 W 以上 70 W 未満） 5 805 287 23 
11 94111 味そ（粉味そを含む） 5 353 085 75 
12 X X X 1 
13 289912 水晶振動子（時計用を除く） 5 154 772 6 
14 303412 印刷装置の部分品・取付具・附属品 5 106 585 25 
15 284211 プリント配線実装基板 5 000 510 29 
16 245211 打抜・プレス機械部分品（機械仕上げをしないもの） 4 949 790 118 
17 X X X 1 
18 151111 オフセット印刷物（紙に対するもの） 4 590 159 179 
19 275113 顕微鏡、拡大鏡 4 170 390 8 
20 303321 外部記憶装置の部分品・取付具・附属品 3 831 145 8 
21 99939 その他の製造食料品 3 780 155 102 
22 311329 その他の自動車部品（二輪自動車部品を含む） 3 702 471 64 
23 303411 印刷装置 3 656 329 9 
24 183319 その他の工業用プラスチック製品 3 623 391 93 
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表－7 2011 年品目別 製造品出荷額上位 25（従業者 4人以上の事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 X X X 2 
2 301315 無線応用装置 9 983 213 8 
3 311314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 9 529 247 59 
4 165211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 8 750 186 12 
5 289929 他に分類されない電子部品・デバイス・電子回路 8 511 873 65 
6 284111 リジッドプリント配線板 8 129 671 19 
7 282112 固定コンデンサ 8 102 296 19 
8 311316 懸架・制動装置部品 8 041 660 45 
9 101112 ジュース 6 422 858 30 
10 284211 プリント配線実装基板 6 015 018 31 
11 291121 直流・交流小形電動機（3 W 以上 70 W 未満） 5 916 371 20 
12 X X X 1 
13 94111 味そ（粉味そを含む） 5 550 164 73 
14 303412 印刷装置の部分品・取付具・附属品 4 720 579 22 
15 151111 オフセット印刷物（紙に対するもの） 4 188 246 185 
16 323111 ウォッチ（ムーブメントを含む） 3 883 688 3 
17 289912 水晶振動子（時計用を除く） 3 872 555 6 
18 99939 その他の製造食料品 3 814 768 107 
19 245211 打抜・プレス機械部分品（機械仕上げをしないもの） 3 800 360 103 
20 262111 ショベル系掘さく機 3 735 225 5 
21 311329 その他の自動車部品（二輪自動車部品を含む） 3 664 159 59 
22 145311 段ボール箱 3 495 621 66 
23 311317 シャシー部品、車体部品 3 481 646 24 
24 X X X 1 
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表－8 2012 年 品目別 製造品出荷額上位 25（従業者 4人以上の事業所） 
順位 品目番号 製     造     品     名 製造品出荷額（万円） 事業所数 
1 301315 無線応用装置 11 426 432 10 
2 289929 他に分類されない電子部品・デバイス・電子回路 11 026 910 67 
3 311314 自動車用内燃機関の部分品・取付具・附属品 10 453 269 58 
4 165211 医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） 9 957 697 12 
5 284111 リジッドプリント配線板 8 842 352 18 
6 311316 懸架・制動装置部品 8 799 112 50 
7 311329 その他の自動車部品（二輪自動車部品を含む） 6 199 074 61 
8 291121 直流・交流小形電動機（3 W 以上 70 W 未満） 6 111 655 21 
9 101112 ジュース 6 027 209 32 
10 94111 味そ（粉味そを含む） 5 563 011 72 
11 289912 水晶振動子（時計用を除く） 5 528 582 3 
12 245211 打抜・プレス機械部分品（機械仕上げをしないもの） 4 406 113 108 
13 282112 固定コンデンサ 4 394 886 16 
14 151111 オフセット印刷物（紙に対するもの） 4 375 292 166 
15 99939 その他の製造食料品 4 214 767 120 
16 265311 射出成形機 4 190 716 13 
17 285121 コントロールユニット 4 036 550 3 
18 X X X 1 
19 323111 ウォッチ（ムーブメントを含む） 3 947 467 3 
20 262111 ショベル系掘さく機 3 861 316 7 
21 X X X 2 
22 303411 印刷装置 3 609 528 8 
23 284211 プリント配線実装基板 3 444 934 31 
24 303412 印刷装置の部分品・取付具・附属品 3 353 175 26 
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ショック、さらには 3.11 が含まれている。しかしながら 3 分類産業には共通点も相違点もみら
れる。相違点はいざなみ景気の中にあっても「電気」と「電子」において 2006 年以降出荷額が
漸次減少している点である。共通点は３産業ともリーマンショックで落ちて、2010 年に戻すも、
その後また落ちている点である。ただその 2 回の落ち方に各々程度の差がみられる。2007 年か
ら 2009年の落ち方と 2010年から 2012年の落ち方を各比較してみよう。前出の図－９から、2007
年から 2009 年にかけて電機産業全体で 1.67 兆円、電子部品・デバイス・電子回路製造業で 3575
億円、電気機械器具製造業で 2785 億円、情報通信機械器具産業で 4315 億円減少している。2010
年から 2012 年にかけては電機産業全体で 7097 億円、電子部品・デバイス・電子回路製造業で
1238 億円、電気機械器具製造業で 202 億円、情報通信機械器具産業で 5656 億円減少している。
2007 年から 2009 年にかけてはリーマンショックの影響の大きさが直感できるところである。
2010 年から 2012 年にかけては 3.11 の影響もあろうが、減少の要因は別の要素の方が大きいで
あろう。そこで、この 3 つの中分類を小分類に掘り下げて、この間の出荷動向を確認しておき
たい（注 6）。 
 表－9 に基づくと、電子部品・デバイス・電子回路製造業では 2007 年から 2012 年にかけて 1
兆 0244 億円から 6763 億円に、出荷額等が 34％も減少している。リーマンショックによって欧
米市場が縮小し、欧米向け輸出もまた、欧米に製品を供給する中国を中心とする東アジア向け
の電子部品・デバイス等の輸出が急減し、2009 年には 6764 億円まで出荷額が減少した。その
ことはリーマンショックの与えた影響として理解できる。その後 2010 年には 8299 億円まで回
復するも 2012 年には 2009 年と同じ水準の 6763 億円にまた減少するものとなる。2012 年には
中国経済の成長にも陰りが生じ始めるが、リーマンショック後世界経済をある程度けん引した









































2007 2008 2009 2010 2011 2012
28 電子部品・デバイス・電子回路 102,441,916 95,799,021 67,642,804 82,993,457 75,574,657 67,628,153
281112 ブラウン管 X X X X
281119 その他の電子管 X X X X X
281191 電子管(賃加工） X
281211 発光ダイオード（ＬＥＤ） X X X X
281212 レーザーダイオード（ＬＤ） X X X X X
281219 その他の光電変換素子 X X X X X
281291 光電変換素子（賃加工） 156,078 40,566 X 65,034 X
281311 ダイオード X X X 222,015 175,879 112,355
281312 整流素子（１００ミリアンペア以上） 1,098,371 913,055 X X X
281313 シリコントランジスタ X X X X X
281314 トランジスタ（シリコントランジスタを除く） X X X X X X
281319 その他の半導体素子 707,967 726,409 596,096 798,241 745,643 443,194
281391 半導体素子（賃加工） 145,990 251,228 175,534 193,787 206,601 267,162
281412 バイポーラ型集積回路 X X X X
281413 モス型集積回路（論理素子） 3,519,188 X X X X X
281419 その他のモス型集積回路 X X X X X
281421 混成集積回路 1,348,046 2,928,852 2,087,816 2,398,167 3,089,676 1,123,094
281429 その他の集積回路 X X X X X
281491 集積回路（賃加工） 867,735 245,015 152,169 185,187 216,635 112,119
281511 液晶パネル 9,262,385 4,217,859 1,729,665 X 1,876,855 X
281519 その他のフラットパネル X X X X
281591 液晶パネル・フラットパネル（賃加工） 44,022 48,696 73,068 120,500 79,130
282111 抵抗器 2,797,915 2,566,757 1,803,986 2,420,611 2,566,642 2,130,156
282112 固定コンデンサ 7,311,043 7,048,426 5,102,652 6,902,736 8,102,296 4,394,886
282113 コンデンサ（固定コンデンサを除く） X X X
282114 変成器 920,249 928,384 623,348 549,202 1,099,457 865,793
282115 複合部品 950,441 529,051 384,007 298,178 X 218,079
282191 抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品（賃加工） 227,143 214,766 149,351 183,998 131,500 102,420
282211 音響部品 149,719 132,851 97,901 103,309 X 14,577
282212 磁気ヘッド X X X X
282213 小形モータ（３Ｗ未満のもの） 5,520,327 3,775,632 2,053,265 2,134,933 1,072,159 777,168
282291 音響部品・磁気ヘッド・小形モータ（賃加工） 151,235 155,461 80,416 73,430 68,752 58,668
282311 プリント配線板用コネクタ 1,671,417 1,514,896 699,370 980,427 693,797 847,625
282312 コネクタ（プリント配線板用コネクタを除く） 2,239,745 1,254,248 1,002,541 1,285,053 1,261,350 1,221,851
282313 スイッチ X X X X 324,805 X
282314 リレー 1,621,156 1,437,361 916,711 370,192 105,045 67,052
282391 コネクタ・スイッチ・リレー（賃加工） 83,868 138,132 81,440 84,502 274,320 147,843
283191 半導体メモリメディア（賃加工） X X X X
283291 光ディスク・磁気ディスク・磁気テープ（生のもの）（賃加工） X X X
284111 リジッドプリント配線板 14,228,609 10,271,886 7,659,616 11,556,001 8,129,671 8,842,352
284112 フレキシブルプリント配線板 X X X X X
284113 モジュール基板 2,551,529 2,162,084 1,387,307 2,153,502 2,139,042 1,565,695
284119 その他の電子回路基板 X 21,385 107,197
284191 電子回路基板（賃加工） 1,900,664 723,790 248,954 237,920 270,505 191,072
284211 プリント配線実装基板 5,419,038 4,393,977 4,883,269 5,000,510 6,015,018 3,444,934
284212 モジュール実装基板 X X X 31,420 1,882,017
284291 電子回路実装基板（賃加工） 726,672 522,275 903,667 932,782 1,044,644
285111 スイッチング電源 3,051,037 3,037,174 2,415,706 2,674,857 1,579,758 1,145,068
285119 その他の高周波ユニット X X
285121 コントロールユニット 519,056 X X X X 4,036,550
285191 電源ユニット・高周波ユニット・コントロールユニット（賃加工） 122,877 111,116 80,913 90,185 3,179 28,060
285911 液晶モジュール(他で生産されたパネルを用いるもの） X X X X X
285914 紙幣識別ユニット、貨幣区分ユニット X X X X X
285919 他に分類されないユニット部品 597,524 574,205 64,040 257,586 642,474
285991 その他のユニット部品（賃加工） 92,370 165,839 151,117 139,613 228,488
289911 磁性材部品（粉末や金によるもの） 3,023,082 3,487,253 1,876,354 X 237,515 X
289912 水晶振動子（時計用を除く） 5,126,970 4,635,034 4,388,863 5,154,772 3,872,555 5,528,582
289913 シリコンウエハ（表面研磨したもの） X X X X X
289919 他に分類されない通信機械器具の部分品・附属品 1,633,074 1,665,439 1,023,002 985,016 814,593 736,096
289929 他に分類されない電子部品・デバイス・電子回路 10,648,287 9,654,796 7,659,100 8,204,028 8,511,873 11,026,910
289991 その他の電子部品・デバイス・電子回路（賃加工） 1,847,979 2,639,317 1,480,134 3,042,847 2,692,097 2,183,336
数値計 90,666,142 73,376,915 52,191,067 59,475,498 57,845,538 55,616,647
同カバー率 88.5% 76.6% 77.2% 71.7% 76.5% 82.2%
資料：長野県企画部情報統計課『工業統計調査結果報告書』各年版より作成

































2007 2008 2009 2010 2011 2012
29 電気機械器具 54,791,428 40,454,193 27,805,761 32,947,573 31,438,895 30,865,483
291112 エンジン発電機（交流） X X X X X X
291113 直流電動機（７０Ｗ以上） X X 33,017 27,402 X X
291114 単相誘導電動機（７０Ｗ以上） X X X X X X
291115 三相誘導電動機（７０Ｗ以上） X 140,537 46,528 74,425 78,682 113,055
291119 その他の交流電動機（７０Ｗ以上） X X X X X
291121 直流・交流小形電動機（３Ｗ以上７０Ｗ未満） 8,048,983 7,444,704 4,068,787 5,805,287 5,916,371 6,111,655
291129 その他の小形電動機（３Ｗ以上７０Ｗ未満） 399,470 633,939 606,554 1,108,909 706,526 852,164
291139 その他の発電機 X X X X X
291149 その他の回転電気機械 10,601 X X X X
291151 発電機・電動機・その他の回転電気機械の部分品・取付具・附属品 709,025 759,631 344,120 524,966 303,124 322,431
291191 発電機・電動機・その他の回転電気機械・同部分品・取付具・附属品 169,101 153,816 101,338 117,473 77,463 127,048
291211 標準変圧器 114,445 127,127 54,186 X X 192,824
291212 非標準変圧器 X X X X X X
291213 特殊用途変圧器 423,158 373,132 417,809 290,483 X 188,260
291214 計器用変成器 X X X X X 15,099
291215 リアクトル、誘導電圧調整器 106,051 41,083 X X X X
291216 変圧器類の部分品・取付具・附属品 53,869 85,901 47,680 66,798 90,335 67,846
291291 変圧器類・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 9,908 7,612 26,174 39,059 15,956 12,679
291311 継電器 111,657 62,673 73,585 87,648 58,376 86,798
291313 開閉器 1,308,569 1,217,530 461,945 1,024,739 1,269,130 1,062,997
291314 プログラマブルコントローラ 22,706 X X X X X
291315 電力開閉装置の部分品・取付具・附属品 852,371 732,179 434,968 854,316 854,741 809,358
291391 電力開閉装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 87,617 15,389 4,134 6,392 29,975 24,430
291411 配電盤 172,420 128,729 56,307 51,400 72,472 64,450
291412 監視制御装置 357,042 364,844 269,750 231,801 132,218 93,338
291413 分電盤 80,302 77,592 71,635 75,860 69,069 133,904
291419 その他の配電盤・電力制御装置 91,007 162,748 97,433 117,063 248,673 145,734
291421 配電盤・電力制御装置の部分品・取付具・附属品 852,371 99,470 41,336 72,419 156,667 179,665
291491 配電盤・電力制御装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 87,617 67,183 28,989 40,652 53,864 54,430
291511 小形開閉器 84,057 X X X X
291512 点滅器 X X X 96,395 X 99,541
291513 接続器 107,203 66,925 34,959 152,933 51,209 97,836
291519 その他の配線器具・配線附属品 394,989 444,859 247,730 414,663 463,980 336,575
291591 配線器具・配線附属品（賃加工） 48,248 58,246 30,841 32,188 39,671 50,505
292111 アーク溶接機 X
292113 電気溶接機の部分品・取付具・附属品 14,665 X X X
292191 電気溶接機・同部分品・取付具・附属品（賃加工） X X X X X
292211 充電発電機 X X X 127,728 177,815
292212 始動電動機 X 86,991 X X X
292219 その他の内燃機関電装品 X X
292221 内燃機関電装品の部分品・取付具・附属品 1,038,965 1,134,355 704,865 766,422 475,270 592,153
292291 内燃機関電装品・同部分品・取付具・附属品（賃加工） X 50,515 35,034 54,060 54,707 52,149
292911 コンデンサ（蓄電器） X X X X X
292912 電気炉 X X
292913 産業用電熱装置 203,543 112,350 170,898 182,252 187,321 164,615
292914 電力変換装置 979,040 857,094 605,904 852,119 1,021,218 1,060,936
292929 その他の産業用電気機械器具の部分品・取付具・附属品 279,722 304,044 233,187 502,289 1,150,897 474,130
292991 その他の産業用電気機械器具・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 205,986 269,766 197,910 360,486 268,285 249,890
293119 その他のちゅう房機器 355,913 744,058 734,401 723,711 591,094 769,298
293121 ちゅう房機器の部分品・取付具・附属品 25,121 2,112 438 23,320 11,680 9,260
293191 ちゅう房機器・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 65,514 67,453 48,102 50,167 3,889 7,524
293212 換気扇 1,232,913 1,124,927 1,000,013 1,031,825 1,081,516 X
293219 その他の空調・住宅関連機器 156,195 478,049 258,282 361,817 497,627 514,337
293221 空調・住宅関連機器の部分品・取付具・附属品 432,938 411,053 327,760 340,700 688,828 323,361
293291 空調・住宅関連機器・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 31,517 29,829 14,413 18,675 31,372 19,811
293319 その他の衣料衛生関連機器 X X X
293321 衣料衛生関連機器の部分品・取付具・附属品 524,554 526,859 380,263 404,259 403,040 368,202
293912 理容用電気器具 1,895,655 1,823,485 1,417,618 1,293,252 1,312,186 1,356,147
293919 他に分類されない民生用電気機械器具 355,899 237,319 174,824 178,657 239,725 249,251
293929 その他の民生用電気機械器具の部分品・取付具・附属品 830,674 750,519 670,308 420,857 211,834 348,102
293991 その他の民生用電気機械器具・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 68,002 66,091 59,981 60,697 44,136 38,986
294113 自動車用電球 X X X X X X
294119 その他の電球 X X X X X X
294129 その他の放電ランプ X X X X X X
294191 電球（賃加工） X X X X X
294211 白熱電灯器具 X X X X X X
294212 直管蛍光灯器具 X X X X
294214 蛍光灯器具（直管、環形管を除く） X X X X X X
294219 その他の電気照明器具 22,394 23,295 8,512 142,553 348,996 60,214
294221 電気照明器具の部分品・取付具・附属品 51,863 35,192 26,842 16,701 49,318 50,859
294291 電気照明器具・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 17,024 15,625 12,848 13,488 17,805 X
295113 リチウムイオン蓄電池 X X X X
295114 蓄電池の部分品・取付具・附属品 382,926 436,264 287,663 296,961 200,748 211,399
295191 蓄電池・同部分品・取付具・附属品（賃加工） X X X X X X
295212 一次電池の部分品・取付具・附属品 X
296111 医療用Ｘ線装置 X X X X
296112 産業用Ｘ線装置 X
296113 Ｘ線装置の部分品・取付具・附属品 11,264 31,869 11,680 11,682 9,177 7,433
296191 Ｘ線装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） X X X X X X
296211 医療用電子応用装置 X 1,258,627 545,383 X 391,763 X
296212 医療用電子応用装置の部分品・取付具・附属品 156,719 145,667 106,201 140,675 143,551 X
296291 医療用電子応用装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 41,988 33,083 22,029 22,281 X 12,840
296911 超音波応用装置 166,592 162,882 81,128 88,838 113,144 106,164
296914 数値制御装置 X X X X X
296919 他に分類されない電子応用装置 60,430 522,879 358,027 404,759 405,294 292,645
296929 その他の電子応用装置の部分品・取付具・附属品 166,592 480,710 229,386 540,575 640,318 702,226
296991 その他の電子応用装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 78,561 62,308 50,306 42,566 4,988 22,477
297111 電気計器 692,901 714,041 652,517 724,647 893,721 939,608
297112 電気測定器 3,101,929 3,041,578 1,908,063 2,814,802 2,443,700 2,558,761
297113 半導体・ＩＣ測定器 1,373,288 781,460 305,052 897,796 903,547 626,391
297119 その他の電気計測器 858,044 302,248 165,343 221,858 86,945 239,823
297121 電気計測器の部分品・取付具・附属品 22,580 262,181 177,999 197,445 240,442 160,136
297191 電気計測器・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 102,970 95,552 55,181 99,595 119,253 54,618
297211 工業計器 411,244 357,030 224,664 514,585 356,853 336,663
297212 工業計器の部分品・取付具・附属品 233,461 220,826 141,403 157,223 186,913 177,386
297291 工業計器・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 9,000 10,699 6,285 11,419 17,437 21,405
297311 医療用計測器 X X 388,939 532,974 X X
297312 医療用計測器の部分品・取付具・附属品 42,703 32,406 26,885 23,196 28,304 44,443
297391 医療用計測器・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 4,871 7,170 5,188 2,968 3,560 1,933
299911 導入線 250,423 269,026 221,320 172,472 X 116,089
299912 太陽電池モジュール X X X 55,071 43,700
299919 他に分類されない電気機械器具 11,742,042 4,134,018 3,926,676 3,086,359 2,497,483 2,231,952
299991 その他の電気機械器具（賃加工） 2,841,130 1,726,956 1,262,431 141,232 56,065 193,529
数値計 46,227,877 37,433,984 25,895,931 30,231,084 29,305,251 27,231,283
カバー率 84.4% 92.5% 93.1% 91.8% 93.2% 88.2%
資料：長野県企画部情報統計課『工業統計調査結果報告書』各年版より作成

































2007 2008 2009 2010 2011 2012
30 情報通信機械器具 124,222,775 106,116,665 84,791,765 97,678,097 70,333,942 38,868,537
301113 電話交換装置の付属装置 X X
301119 その他の電話（有線）装置 X X X
301129 その他の電信・画像（有線）装置 X X 46,813 146,780 96,327 184,824
301131 デジタル伝送装置 X X X
301191 有線通信機械器具（賃加工） 86,514 22,032 10,128 7,608 X X
301211 携帯電話機、ＰＨＳ電話機 997,442 103,327 41,622 26,881 91,349 34,812
301291 携帯電話機・PHS電話機(賃加工） 175,993 119,531 58,844 26,994 19,620
301312 固定局通信装置 313,037 468,505 308,949 306,964 200,187 147,624
301313 その他の移動局通信装置 551,339 517,235 381,065 316,688 119,427 404,370
301315 無線応用装置 3,250,907 3,072,498 2,397,153 14,728,942 9,983,213 11,426,432
301319 その他の無線通信装置 18,155 25,392 X X X X
301391 無線通信機械器具（賃加工） 541,446 277,389 240,455 266,303 386,396 416,696
301491 ラジオ受信機・テレビジョン受信機(賃加工） X X
301511 交通信号保安装置 X X X X 88,407 X
301512 交通信号保安装置の部分品・取付具・附属品 80,855 45,913 76,122 50,519 32,203 34,544
301591 交通信号保安装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） X X X X X X
301911 火災報知設備 X X X X X X
301919 他に分類されない通信関連機械器具 252,207 294,578 277,674 232,121 294,194 212,817
301991 その他の通信機械器具・同関連機械器具（賃加工） 252,239 178,902 34,303 47,834 68,388 70,158
302113 ビデオ機器の部分品・取付具・附属品 3,993,213 502,636 218,866 210,429 21,512 128,140
302191 ビデオ機器・同部分品・取付具・附属品(賃加工） 333,241 142,463 100,504 115,694 53,532 18,924
302211 デジタルカメラ X X X X X X
302212 デジタルカメラの部分品・取付具・附属品 3,993,213 4,456,663 2,498,232 2,457,733 2,073,274 1,678,536
302291 デジタルカメラ・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 333,241 339,563 165,519 197,059 122,824 116,592
302312 カーステレオ X X X X X
302314 デジタルオーディオディスクプレーヤ 335,390 311,469 172,102 2,500,115 495,086 2,464,841
302317 補聴器 X X X X
302319 その他の電気音響機械器具 116,090 54,333 209,194 38,219 39,903 219,086
302321 スピーカシステム、マイクロホン、イヤホン、音響用ピックアップ類等（完成品） 54,855 28,444 34,393 38,181 32,091 X
302322 電気音響機械器具の部分品・取付具・附属品 835,657 1,103,453 841,736 830,109 465,331 332,128
302391 電気音響機械器具・同部分品・取付具・付属品（賃加工） 285,940 209,907 142,933 93,457 99,228 18,656
303111 はん用コンピュータ X X X X X
303113 電子計算機の部分品・取付具・附属品 351,031 394,396 2,140,469 2,297,878 380,449 2,408,328
303191 電子計算機・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 382,589 213,327 161,255 144,704 X 48,786
303211 パーソナルコンピュータ(この間Xは二社) X 50,945,290 X X X X
303212 パーソナルコンピュータの部分品・取付具・附属品 4,436,472 4,546,004 1,491,328 1,502,669 78,433 1,637,264
303291 パーソナルコンピュータ・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 301,397 274,172 157,370 175,039 98,167 122,584
303311 磁気ディスク装置 2,487,422 1,924,025 1,213,249 X X X
303312 光ディスク装置 X X X X X X
303319 その他の外部記憶装置 X X 267,002 226,943 2,468,580 X
303321 外部記憶装置の部分品・取付具・附属品 5,272,281 4,368,512 3,874,232 3,831,145 X
303391 外部記憶装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 179,989 144,565 X X 2,842,720 2,374,915
303411 印刷装置 7,055,367 6,044,068 4,602,547 3,656,329 4,720,579 3,609,528
303412 印刷装置の部分品・取付具・附属品 12,219,347 4,866,133 4,953,080 5,106,585 206,218 3,353,175
303491 印刷装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 421,154 294,111 220,452 299,598 X 176,786
303511 表示装置 107,184 X
303512 表示装置の部分品・取付具・附属品 1,350,918 153,714 227,898 146,917 109,510
303591 表示装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 6,507 5,535 8,063 X X
303911 金融用端末装置 1,176,825 X X X X
303919 その他の端末装置 X X X X X
303929 その他の入出力装置 751,323 802,188 502,672 561,249 X 312,624
303939 他に分類されない付属装置 261,147 X
303941 その他の附属装置の部分品・取付具・附属品 2,083,846 638,715 608,963 374,659 242,883 226,148
303991 その他の附属装置・同部分品・取付具・附属品（賃加工） 107,839 186,385 69,426 96,071 60,417 28,730
数値計 52,782,222 90,767,983 28,738,588 41,179,310 26,035,229 32,337,178
同カバー率 42.5% 85.5% 33.9% 42.2% 37.0% 83.2%
資料：長野県企画部情報統計課『工業統計調査結果報告書』各年版より作成




45.3％、リレーが 95.9％減、リジットプリント配線板 37.9％減、モジュール基盤が 38.6％、ス
イッチング電源が 62.5％減、2012 年に出荷事業所が 2 社以下になったため 2012 年の出荷額は
明示されておらず、2011 年までの 4 年間で割り出すと磁性材部品（粉末や金によるもの）が
92.1％の減少を示している。また 2010 年から 2012 年にかけてしか明示されていないが、ダイ
オードはこの間 49.4％減少している。逆にこの 5 年間で出荷額が増えているのはコントロール
ユニット、水晶振動子（時計用を除く）と限られている。電子部品・デバイス・電子回路製造
業での出荷額落ち込みに関しては小型モータ（3 W 未満）が象徴的である。1995 年には 10 位
の 823 億円の出荷があったものの 2012 年のそれは 78 億円、9.5％までに規模を縮小しているの
である。事業所も 21 社から 12 社に減少している。モーター事業所の海外生産が増大して、輸
出代替効果が大きく表れている結果といえよう。日本有数の電子部品・デバイス供給拠点とし
ての長野県経済の優位性が揺らいできたといえよう。 
 次に電気機械器具製造業での 5 年間の推移を表－10 に基づいて確認しておこう。2007 年から
2012 年にかけて 43.7％減少し、リーマンショックの影響も顕著で、2007 年から 2009 年にかけ
て 49.3％減少し、2010 年に 514 億円戻すも、そこから 2012 年にかけて 6.3％出荷額等が落ちて
いる。ここでも品目番号順に出荷額が落ちている品目をみておくと、発電機・電動機・その他
の回転電気機械の部分品・取付具・付属品が 54.5％減、特殊用途変圧が 55.5％減、配電盤が 62.6％
減、監視制御装置が 74.9％減、配電盤・電力制御装置の部分品・取付具・付属品が 78.9％減、
ちゅう房機器部分品・取付具・付属品が 63.1％減、半導体・IC 測定器が 54.4％減、その他の電
気計測器が 72.1％減、導入せんが 3.6％出荷が減少している。 
 最後に情報通信機械器具製造業の、この 5 年間の推移を表－11 に基づいて確認しておこう。
この間の情報通信機械器具製造業の最大の特徴は、全体で出荷額等が 69.3％も減少している点
にある。しかも 2010 年から 2012 年の減少幅が 60.2％に達している点は驚異というほかない。





のであるから、県内でまだ 2012 年に 3.5 億円生産していた企業があったということの方がその
企業の技術力の高さを想像させるものとなっている。固定局通話装置も 52.8％、ビデオ機器の
－ 23 － 
部分品・取付具・付属品が 96.8％、デジタルカメラの部分品・取付具・付属品が 58.0％、電機
音響機械器具の部分品・取付具・付属品が 71.3％、パーソナルコンピューターの部分品・取付
具・付属品が 73.1％、印刷装置が 48.8％、印刷装置の部分品・取付具・付属品が 72.6％、その
他の入力装置が 58.4％減少している。しかし、これらの品目だけで 69.3％の減少の原因は説明
できない。前掲表－5 で 2005 年の第 1 位の出荷額を記録しているパーソナルコンピューターは
表－6、7、8 では品目として登場していない。出荷事業所が 2 社以下になっていて、出荷品目
も出荷額も秘匿されているからである。ただし、表－11 の 2008 年の列には登場し、情報通信
機械器具製造業の全出荷額等の過半を占める 5095 億円を記録している。パーソナルコンピュー
ターの生産事業所は 2006 年に 1 事業所減って、2008 年には１事業所増えたものの、2009 年に
はまた 1 事業所もしくは 2 事業所減ったのである。 
 これまで掲載してきた統計でパーソナルコンピューターの出荷額が明示されているのは
2005 年と 2008 年で、両年とも事業所数は 3 ヶ所である。2008 年に Mｃ社が i 社を買収して、
飯山で PC の最終組み立てを行うようになった。したがって 2005 年の PC 出荷事業所は飯山市
以外の安曇野市と喬木村と考えられる。安曇野市では Ed 社と Se 社が、喬木村では Ed 社がパー
ソナルコンピューターを生産していたが、2006、2007 年にこれら 3 事業所のうち 1 事業所が生
産を停止したと考えられる。そして 2009 年以降 2011 年までおそらく飯山市の１事業所と安曇
野市の 1 事業所が PC を生産し、2012 年になると統計上、安曇野市の 1 事業所の出荷額が極端
に落ち、安曇野市の情報通信機械器具製造業のひいては安曇野市の出荷額等の統計上の急落を
帰結させた。のみならず長野県全体の情報通信機械器具製造業の出荷額等の急激な減少をもた












PC 出荷額 563 億円も安曇野市の情報通信機械器具製造業の出荷額のいくらかと 2 事業所目に
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なった飯山市の情報通信機械器具製造業の出荷額のいくらかで賄われているとみてよいであろ







  2005 2006 2007 2008 
  事業所 出荷額 事業所 出荷額 事業所 出荷額 事業所 出荷額 
安曇野市   18 35 671 488   23 49 307 625   22 61 909 747   24 53 268 470 
喬木村   2 X   2 X   2 X   1 X 





  36 36 992 287   31 48 287 444   31 64 808 747   32 56 197 735 
● 
  2009 2010 2011 2012 
  事業所 出荷額 事業所 出荷額 事業所 出荷額 事業所 出荷額 
安曇野市   17 41 489 900   17 52 433 688   15 41 837 144   14 3 088 653 
喬木村   1 X   1 X 0 0 0 0 





  22 43 791 494   20 55 048 203   12 42 498 537   15 5 625 280 
資料：長野県企画部情報統計課『工業統計調査結果報告書』各年版より作成 
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のは、ソニーが回答方法を変更したのが主な原因だったことが関係者への取材でわかった。同
社は『（調査を所管する）経済産業省の依頼によるもの』と説明している。 
 安曇野市の製造品出荷額等は 12 年には 3309 億円と前年比 48.9％も減少。同市は県内で 1 位
























 図－10 は産業別に従業者数の推移を 1991 年を 100 とする指数でみたものである。総数と電
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野県の雇用の安定的な受け皿になることも難しくなってきていることを示していると考えられ
る。 
 1991 年は総数でも、電機産業でも従業者数はピークをなし、総数では 303,866 人、電機では
102,134 人を数えた。それが 2012 年には総数ではその 61.8％の 187888 人、電機では 53.3％の
54,248 人にこの 21 年間で減少している。この間 1999 年と 2003 年に労働者派遣法の改悪が 2
度にわたり、派遣先も製造業が解禁になっているので、質、量とも雇用環境は悪化している。
直近の 2012 年で前年比で従業者総数は 1320 人増えている。増加した産業は食料で 2,195 人、































 表－13 は 2005 年以降の各市町の製造品出荷額等の推移を示し、表－14 は 2012 年時点の各市
町の産業構造を比率で示したものである。電機系産業の比重は県が約 36％のところ、長野市が
約 34％、上田市が約 31％、佐久市が約 32％、東御市が約 37％、松本市が約 41％、塩尻市が 79
約％、安曇野市が約 32％、岡谷市が約 45％、飯田市が約 60％、駒ケ根市が約 42％となってい
る。 
 
表－13 累年比較、市町村別 製造品出荷額等（万円） 
  2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
2005～ 
2012（％） 
県   計 625,993,353 636,197,023 703,320,316 662,402,159 498,392,686 563,833,652 528,283,600 508,780,542 81.3 
長野市 43,937,688 47,137,956 49,667,026 47,525,422 41,406,276 43,644,879 34,350,672 40,897,399 93.1 
松本市 51,910,125 57,534,996 63,737,665 61,124,198 50,202,009 54,040,694 43,712,314 44,778,126 86.3 
上田市 57,556,268 59,191,230 58,068,838 54,797,618 36,924,894 41,467,086 40,608,975 42,889,403 74.5 
岡谷市 22,628,173 21,010,953 20,823,783 19,785,013 13,834,678 15,288,093 18,741,357 21,924,083 96.9 
飯田市 26,171,888 28,730,867 31,390,767 30,587,738 22,816,816 26,713,109 23,887,372 26,008,017 99.4 
諏訪市 12,056,770 12,471,468 12,672,270 12,987,805 7,666,383 8,632,126 8,328,662 8,006,703 66.4 
須坂市 11,890,295 12,573,683 12,936,756 13,372,373 10,679,982 11,298,035 9,077,507 11,400,401 95.9 
伊那市 24,315,501 24,171,640 21,514,953 21,311,528 17,159,700 20,105,498 17,251,361 13,443,041 55.3 
駒ヶ根市 14,814,513 15,760,248 17,143,928 16,906,428 11,883,129 13,971,361 12,923,178 11,872,633 80.1 
茅野市 30,327,746 22,354,322 24,714,461 21,369,716 15,048,955 17,780,762 16,985,405 16,991,595 56.0 
塩尻市 27,952,538 29,421,406 65,492,942 61,748,547 50,330,306 55,652,653 50,611,386 50,477,030 180.6 
佐久市 23,179,363 22,543,502 24,118,048 21,258,417 18,696,099 20,816,721 20,219,357 19,287,314 83.2 
千曲市 17,229,572 18,339,593 20,873,415 20,096,350 14,172,562 15,377,211 17,156,213 15,566,744 90.3 
東御市 11,425,568 11,883,037 13,380,896 11,930,685 9,277,589 11,250,894 10,716,323 11,315,654 99.0 
安曇野市 86,138,347 85,633,658 95,545,769 81,144,925 62,283,914 75,904,143 64,769,678 39,051,372 45.3 
辰野町 22,576,046 16,593,560 11,957,737 12,435,660 9,126,197 8,941,275 7,387,707 7,949,801 35.2 
箕輪町 16,436,853 16,981,619 18,009,321 15,771,684 11,629,098 13,696,129 13,306,088 15,238,153 92.7 
富士見町 12,796,701 12,826,421 11,236,362 9,999,055 6,733,710 8,226,358 7,938,405 5,920,414 46.3 
坂城町 16,807,116 18,253,957 18,955,066 17,198,524 8,660,045 10,460,266 13,872,359 14,270,285 84.9% 
２ 2006 年以前は工業統計表｢市区町村編｣（経済産業省経済産業政策局調査統計部)による。 
資料：長野県総務部情報統計課［2012］ 
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表－14 2012 年市町別産業構成（％） 
県計 長野市 松本市 上田市 
食料 10 食料 21 食料 14 食料 15
はん用機械 6 はん用機械 4 はん用機械 6 生産用機械 5
生産用機械 8 生産用機械 7 業務用機械 4 業務用機械 10
業務用機械 6 業務用機械 1 電子 1 電子 4
電子 15 電子 18 電気 6 電気 24
電気 6 電気 3 情報 34 情報 3
情報 15 情報 13 輸送 1 輸送 20
輸送 7 輸送 2
岡谷市 飯田市 諏訪市 須坂市 
はん用機械 22 食料 9 はん用機械 4 食料 10
生産用機械 8 生産用機械 5 生産用機械 17 飲料 5
業務用機械 5 業務用機械 5 業務用機械 13 金属 20
電子 36 電子 42 電子 6 はん用機械 21
電気 8 電気 18 電気 1 生産用機械 8
情報 1 情報 1 情報 8 業務用機械 1
輸送 3 輸送 1 輸送 16 電子 17
電気 4
伊那市 駒ヶ根市 茅野市 塩尻市 
食料 21 金属 13 食料 8 はん用機械 1
はん用機械 16 はん用機械 21 非鉄 20 生産用機械 1
生産用機械 1 生産用機械 3 はん用機械 8 業務用機械 1
業務用機械 1 業務用機械 2 生産用機械 13 電子 2
電子 9 電子 8 業務用機械 3 電気 1
電気 1 電気 6 電子 18 情報 76
情報 7 情報 27 電気 8
輸送 13 情報 2
輸送 8
佐久市 千曲市 東御市 安曇野市 安曇野市 2011 
食料 18 食料 10 食料 6 食料 7 食料 4 
はん用機械 2 飲料 13 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 7 飲料 8 飲料 5 
生産用機械 11 はん用機械 4 金属 20 生産用機械 3 生産用機械 2 
業務用機械 5 生産用機械 20 生産用機械 4 業務用機械 25 業務用機械 1 
電子 20 業務用機械 13 電子 10 電子 10 電子 7 
電気 11 電子 11 電気 2 電気 4 電気 2 
情報 1 電気 10 情報 25 情報 18 情報 65 
輸送 12 輸送 5 輸送 23 輸送 5 輸送 5 
資料：長野県企画部情報統計課[2012]より作成 
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1990 1995 2000 2005 2010 2012 
長野県 38.2% 42.6% 47.2% 46.4% 45.5% 36.5% 
長野市 50.0% 45.9% 45.4% 30.7% 38.7% 33.8% 
松本市 31.7% 39.4% 43.7% 45.8% 49.6% 40.8% 
上田市 31.7% 34.9% 40.1% 35.4% 32.4% 31.0% 
岡谷市 17.9% 42.5% 31.0% 21.1% 12.8% 38.0% 
飯田市 37.8% 48.8% 48.1% 53.4% 61.6% 60.2% 
諏訪市 10.2% 18.7% 20.2% 33.2% 20.5% 14.5% 
須坂市 56.8% 47.5% 66.9% 20.6% 17.6% 21.3% 
小諸市 50.8% 57.0% 66.6% 55.7% 33.1% 38.5% 
伊那市 36.1% 55.7% 47.4% 37.4% 13.9% 15.7% 
駒ヶ根市 54.9% 48.3% 43.1% 49.3% 41.0% 10.6% 
茅野市 43.8% 44.8% 48.4% 54.3% 27.3% 26.4% 
塩尻市 57.2% 58.0% 58.8% 50.8% 75.5% 72.2% 
佐久市 50.7% 46.9% 48.1% 42.3% 33.2% 30.7% 
千曲市 16.2% 19.6% 21.3% 20.6% 27.5% 21.6% 
東御市 34.1% 24.1% 9.2% 32.1% 31.3% 34.7% 
安曇野市 57.1% 52.4% 71.3% 78.6% 78.0% 31.7% 
富士見町 61.1% 64.4% 74.8% 73.3% 54.3% 26.9% 
辰野町 12.1% 14.1% 70.3% 81.5% 30.7% 6.8% 











濃毎日新聞 2010 年 11 月 5 日）。43 年には高千穂工業（後のオリンパス光学工業）も疎開し、
疎開企業が戦後その地にとどまりさらに戦後創業をはたした地元企業〔46 年三協精機製作所、
48 年三信製作所（後のチノン）、49 年八洲精機（後のヤシカ）〕も加わり、これら 5 社を中心に

















そのために、1957 年に設置された県の精密工業試験場（岡谷市）には 62 年に電子部が設置さ
れ、また同地区には 65 年に NC 工作機械、71 年に NC ワイヤカット放電加工機が導入され、80
年にはその台数は 150 台を超え、当時全国でも有数の設置台数であった、という。諏訪地区精
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デバイスの加工技術の高度化が要請するものとなったのである。1968 年に諏訪地区では厚膜 IC、
薄膜 IC の製造が開始され、時計に関しても 1971 年に腕時計用 C-MOS（Complementary Metal 























て多摩川精機の貢献が大きい。同社は 1938 年に蒲田の多摩川近傍に創業したのち、1942 年に
飯田工場を開設し、戦後飯田にとどまり、現在角度センサーでは世界トップシェアを有してい
る。 
北信では諏訪に先立つ 1941 年 12 月 8 日に富士通信機が当時上高井郡須坂町にあった片倉製
糸紡績株式会社田中製糸所を買収し、片倉から移籍した従業員に作業実習教育を施し、川崎工
場から束線、電話機、コンデンサ、ヒートコイル等の組み立て作業を逐次移管し、翌 1942 年 5
月 22 日に最初の製品電話機 85 台（うち 82 台が良品と評価）を完成させた。同年 12 月には長
－ 33 － 
野市南石堂町の長野電興舎を買収し、須坂工場の付属工場としてシグナルランプの製造を担わ




再生し、同年 9 月に新光電気工業株式会社に衣替えした。その後 1957 年に富士通の資本参加も
あって、半導体産業に乗り出し、須坂市の株式会社鈴木、戸倉町の山田製作所との 3 社で 1959
年「北進電機通信工業協同組合」を発足させ、1962 年に名称を「富士通須坂工場部品業者協同組
合」と変更し、組合員数 15 社を数えた（注 12）。富士通須坂工場は 1956 年に鉄筋コンクリート２階
建の工場２棟、59 年にも同等の工場 1 棟を建設し、部品の製造を須坂工場に集結していた（注 13）。
1966 年に新光電気工業が仮登記していた長野市尾張部の用地に、富士通では初めての電子計算
機専用工場として長野工場（鉄筋コンクリート３階建、延べ 9830 ㎡）を開設し、FACOM230-10










 中信では 1942 年に富士電機が松本市に疎開し、戦後 100％出資の安曇富士を設立し、分工場








では 1917 年に東京本郷で設立されたアート商会（アルミ軽金属ピストンメーカ）が 1943 年に
－ 34 － 
アート軽金属を、さらに大田区の城南製作所が 1944 年に疎開し、アート金属はピストン、城南
製作所はドアまわり部品を生産し、アート金属から日信工業（ブレーキシステム）がスピンア




集積も形成された。また佐久では戦前では 1937 年に長岡で創業した津上製作所が 1942 年に津
上精密工学工業を設立し、その工場を佐久に建設した。1945 年 2 月に津上製作所はこれを合併
し、信州工場に名称変更し、戦後も地にとどまり、旋盤、研削盤を中心に生産を行った。また
御代田町には日本ミニチェアベアリングが、シチズン系の御代田精密・シオメ精密が、小諸で
は日立製作所が 1967 年に進出し、光学素子半導体を生産し、また TDK が 1969 年に誘致され磁
















 後掲表－16 の各時期の背景を簡単に確認しておくと、まず 1990 年から 2000 年にかけての期
間は 1 ドル＝80 円を超える超円高（1993 年～1995 年）が生じ、1992 年初頭の鄧小平の南巡講
和を契機に対中直接投資が増大し始め、日本からの対中直接投資も 1995 年あたりからブームと
なる。また 2000 年から 2005 年にかけての期間はＩＴバブルが崩壊（2000 年末～2002 年初頭）
し、2005 年から 2010 年にかけての期間は 2007 年のサブプライムショック、2008 年のリーマン
－ 35 － 
ショックが生じた。 
 長野県の製造企業の海外直接投資を振り返っておきたい。 
後掲表－20（57 頁）は 20 年余の海外現地法人の設立（撤退）動向を示したものである。一
瞥して明らかなように中国への直接投資が群を抜いて急増している。長野県製造企業の対中直
接投資のブームはこの間２度にわたって生じた。1994 年から 1996 年にかけて、新規直接投資










 図－2（3 頁）を振り返っていただきたい。同図は 1989 年の輸出出荷額を 100 とする輸出の




県から東アジア向け電子部品、デバイスの輸出を誘発したことによる。第 2 の相違点は 2000
年から 2002 年の IT バブルの崩壊のインパクトが全国と比較して圧倒的に大きかったことにあ
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表－16 長野県各市町の電機出荷額等の推移（万円） 
長野県 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       112 124 540 87 187 185 74 807 308 
電気       77 173 816 34 502 133 32 479 120 
情報       101 233 703 134 978 967 78 416 602 
電機計 253 074 448 283 036 559 334 719 432 290 532 059 256 668 285 185 703 030 
出荷額等計 662 160 761 664 009 759 709 436 896 625 993 353 563 833 652 508 780 542 
電機比重 38.2% 42.6% 47.2% 46.4% 45.5% 36.5% 
● 
長野市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子     7 170 551 9 765 786 7 343 415 
電気      986 303 2 091 870 1 105 883 
情報     5 150 798 5 039 599 5 366 789 
電機計 38 993 377 33 942 660 29 644 252 13 307 652 16 897 255 13 816 087 
出荷額等計 78 060 897 73 938 131 65 275 359 43 305 382 43 644 879 40 897 399 
電機比重 50.0% 45.9% 45.4% 30.7% 38.7% 33.8% 
● 
松本市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       6982299 7 757 549  271 788 
電気       3 685 670 2 622 231 2 677 274 
情報       12 732 294 16 423 577 15 323 647 
電機計 17 424 699 24 302 794 28 361 893 23 400 263 26 803 357 18 272 709 
出荷額等計 54 897 851 61 758 397 64 914 838 51 131 339 54 040 694 44 778 126 
電機比重 31.7% 39.4% 43.7% 45.8% 49.6% 40.8% 
● 
上田市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       3 474 429 2 034 690 1 573 512 
電気       6 903 092 9 925 321 10 256 773 
情報       2 832 407 1 479 685 1 456 096 
電機計 20 479 639 23 080 062 25 682 246 13 209 928 13 439 696 13 286 381 
出荷額等計 64 572 377 66 101 975 64 065 845 37 292 578 41 467 086 42 889 403 
電機比重 31.7% 34.9% 40.1% 35.4% 32.4% 31.0% 
● 
岡谷市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       2 548 721  459 540 6 690 697 
電気       1 152 548 1 353 162 1 539 174 
情報       1 068 972  144 213  97 452 
電機計 5 189 327 10 804 506 7 580 038 4 770 241 1 956 915 8 327 323 
出荷額等計 29 064 782 25 423 375 24 421 569 22 628 173 15 288 093 21 924 083 
電機比重 17.9% 42.5% 31.0% 21.1% 12.8% 38.0% 
● 
飯田市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       4 758 266 11 612 613 10 729 442 
電気       9 004 872 4 675 008 4 723 484 
情報        202 812  180 180  198 668 
電機計 11 141 420 14 546 496 12 695 043 13 965 950 16 467 801 15 651 594 
出荷額等計 29 466 087 29 806 451 26 386 779 26 171 888 26 713 109 26 008 017 
電機比重 37.8% 48.8% 48.1% 53.4% 61.6% 60.2%  
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諏訪市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子        427 398  375 381  468 690 
電気       1 909 999  112 513  60 642 
情報       1 667 616 1 279 737  630 506 
電機計 2 472 689 2 589 557 2 942 921 4 005 013 1 767 631 1 159 838 
出荷額等計 24 164 301 13 818 051 14 560 941 12 056 770 8 632 126 8 006 703 
電機比重 10.2% 18.7% 20.2% 33.2% 20.5% 14.5% 
● 
須坂市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       1 741 477 1 446 482 1 937 995 
電気        705 184  540 465  481 681 
情報       x X  8 513 
電機計 12 687 793 9 765 214 18 741 562 2 446 661 1 986 947 2 428 189 
出荷額等計 22 348 718 20 575 809 28 004 836 11 890 295 11 298 035 11 400 401 
電機比重 56.8% 47.5% 66.9% 20.6% 17.6% 21.3% 
● 
小諸市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       5678048 3 553 732 3 742 213 
電気        36 446  73 952  42 976 
情報       1 709 203 X   
電機計 6 910 595 8 378 717 12 005 740 7 423 697 3 627 684 3 785 189 
出荷額等計 13 614 677 14 689 303 18 024 905 13 323 281 10 970 458 9 822 760 
電機比重 50.8% 57.0% 66.6% 55.7% 33.1% 38.5% 
● 
伊那市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       1 347 805 1 422 974 1 122 672 
電気        262 135  57 215  85 817 
情報       7 097 100 1 305 634  907 272 
電機計 9 764 501 18 769 872 12 450 564 8 707 040 2 785 823 2 115 761 
出荷額等計 27 052 899 33 684 679 26 272 226 23 253 330 20 105 498 13 443 041 
電機比重 36.1% 55.7% 47.4% 37.4% 13.9% 15.7% 
● 
駒ヶ根市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       3 457 200 2 221 414  739 054 
電気        647 737  744 917  524 521 
情報       3 199 125 2 767 411 X 
電機計 7 955 134 6 504 958 8 291 707 7 304 062 5 733 742 1 263 575 
出荷額等計 14 488 021 13 479 055 19 247 439 14 814 513 13 971 361 11 872 633 
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茅野市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       3 902 476 3 228 560 2 890 804 
電気       12 417 080 1 362 535 1 253 375 
情報        151 596  255 967  347 186 
電機計 8 464 148 8 666 941 10 909 946 16 471 152 4 847 062 4 491 365 
出荷額等計 19 332 645 19 360 940 22 545 031 30 327 746 17 780 762 16 991 595 
電機比重 43.8% 44.8% 48.4% 54.3% 27.3% 26.4% 
● 
塩尻市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       1 248 851  918 525  797 390 
電気        368 562  495 957  526 624 
情報       12 591 320 40 576 913 35 103 698 
電機計 21 644 886 25 584 044 23 782 398 14 208 733 41 991 395 36 427 712 
出荷額等計 37 822 282 44 111 746 40 438 158 27 952 538 55 652 653 50 477 030 
電機比重 57.2% 58.0% 58.8% 50.8% 75.5% 72.2% 
● 
佐久市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       2 986 560 4 068 083 3 756 172 
電気       6 472 428 2 466 205 2 030 656 
情報        342 940  373 430  126 759 
電機計 13 529 568 12 534 895 13 362 571 9 801 928 6 907 718 5 913 587 
出荷額等計 26 698 355 26 735 496 27 755 209 23 179 363 20 816 721 19 287 314 
電機比重 50.7% 46.9% 48.1% 42.3% 33.2% 30.7% 
● 
千曲市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子        62 037 2 428 566 1 765 286 
電気       3 349 050 1 807 498 1 599 872 
情報        139 164 X X 
電機計 3 352 352 3 766 526 3 217 522 3 550 251 4 236 064 3 365 158 
出荷額等計 20 752 439 19 168 278 15 092 141 17 229 572 15 377 211 15 566 744 
電機比重 16.2% 19.6% 21.3% 20.6% 27.5% 21.6% 
● 
東御市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       2048710 1 272 778 1 050 763 
電気       1 619 772  243 889  253 414 
情報       X 2 007 805 2 621 265 
電機計 4 272 891 2 535 942 1 017 990 3 668 482 3 524 472 3 925 442 
出荷額等計 12 519 458 10 524 491 11 050 817 11 425 568 11 250 894 11 315 654 
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安曇野市 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       28 798 093 5 431 560 4 006 252 
電気       2 317 973 1 137 654 1 419 471 
情報       36 559 435 52 618 817 6 934 270 
電機計 17 557 507 17 503 526 44 223 897 67 675 501 59 188 031 12 359 993 
出荷額等計 30 769 869 33 377 306 62 057 592 86 138 347 75 904 143 39 051 372 
電機比重 57.1% 52.4% 71.3% 78.6% 78.0% 31.7% 
● 
富士見町 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       9 128 826 4 300 330 1 410 865 
電気        170 075  169 555  180 437 
情報        78 591 X X 
電機計 8 959 292 8 748 046 11 847 101 9 377 492 4 469 885 1 591 302 
出荷額等計 14 673 001 13 580 841 15 846 563 12 796 701 8 226 358 5 920 414 
電機比重 61.1% 64.4% 74.8% 73.3% 54.3% 26.9% 
● 
辰野町 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子        375 057 X  214 175 
電気       16 692 445 X  328 286 
情報       1 337 550 2 748 646 X 
電機計 1 354 318 1 290 823 11 541 795 18 405 052 2 748 646  542 461 
出荷額等計 11 163 572 9 152 306 16 406 954 22 576 046 8 941 275 7 949 801 
電機比重 12.1% 14.1% 70.3% 81.5% 30.7% 6.8% 
● 
箕輪町 1990 1995 2000 2005 2010 2012 
電子       8 481 309 7 616 297 9 732 954 
電気        956 363  564 684  465 890 
情報        128 003  132 382  173 271 
電機計 4 480 454 7 621 708 12 059 746 9 565 675 8 313 363 10 372 115 
出荷額等計 12 630 520 14 686 109 20 679 329 16 436 853 13 696 129 15 238 153 




上の各表は 1990 年から 5 年刻みで 2010 年までの製造品出荷額等とその電機の内訳を記した
ものである。直近のデータとして 2012 年のものも付け加えておいた。 




 北信からみておきたい。この間長野市の「出荷額等計」は 2197 億円、うち「電機」は 1634
億円減少している。「電機」の落ち込みの「出荷額等計」のそれへの寄与率は 74.4％である。








業部の量産機種をフィリピン、タイなどの海外に移す」（信濃毎日新聞 2000 年 7 月 18 日）こと
が決定されていた。富士通長野工場は創業時に汎用コンピューターの量産部門と多層プリント
配線基板（PCB）の部門を有していたがその後磁気記憶装置部門（HDD）も設置され、この時




をフィリピンに、HDD をタイに、量産型 PCB をベトナムに生産移管し、実際には約 500 人の
人員整理が行われた（信濃毎日新聞 2001 年 8 月 1 日）。そして本社の人員削減計画が発表され
る直前の 2001 年 6 月には長野工場で従業員の 1 割に相当する約 250 人が配置転換、出向でまた
整理する方針が打ち出された（同前）。さらに同年 10 月にはファイル製造からの撤退に伴って
約 250 人の富士通グループへの配置転換、出向、転籍が決定された（信濃毎日新聞聞 2001 年
10 月 16 日）。2000 年、2001 年に約 1000 人の人員整理が行なわれながら、翌 2002 年にもさら
に大規模な整理が行われることになった。当時の新聞報道によれば次のようである。 
 富士通、北信で１６８５人削減、長野県内では最大規模、再就職支援へ協力：日本経済新聞 長野経済










 その後長野労働局のまとめで、早期希望退職に応じた従業員は 2436 人であったことが判明し
た。応募者の内訳は長野工場が 957 人、須坂工場内の富士通メディアデバイスが 538 人、長野
富士通コンポーネントが 159 人、富士通コンポーネント技術開発センターが 22 人、富士通カン
－ 41 － 
タムデバイス須坂事業所が 272 人、子会社の長野カンタムデバイスが 173 人であった。また富
士通カンタムデバイス須坂事業所と長野富士通コンポーネントは量産部門は閉鎖し、長野工場
では PCB 事業を引き継ぐ開発・試作中心の新会社を設立し、応募者のうち 200－300 人の転籍
が予定されていた（信濃毎日新聞 2002 年 9 月 21 日）。 
須坂市は当時富士通須坂工場の企業城下町とも言われ、このリストラは須坂市の財政を直撃
した。市の法人市民税は 2001 年度の 9.4 億円から 2003 年度には 4.8 億円に半減し、個人市民
税もピークの 97 年度に比べて 2003 年度には 10 億円近く減り、市は学校の体育館やプールの改
築、道路、下水道整備をはじめとする 18 の事業を凍結・先送りとせざるをえなかった（信濃毎
日新聞 2004 年 10 月 11 日）、という。 
 2002 年 9 月 5 日、当時の富士通関沢義会長は「富士通トップエグゼクティブフォーラム in
信州」で「長野工場で生産していたかつての大型磁気記憶装置がいまやノートパソコンに入る
ほど小型化し、国際比較すると、日本の大きな工場で作ることは難しくなっている。断腸の思






















TDK 千曲川工場はその後佐久市内の千曲川第 1 テクニカルセンターに移管統合され、2006
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年に閉鎖される方針が打ち出された。また東京特殊電線は 1998 年に業績悪化を受け、上田、丸
子両工場で約 50 人のパートタイマーと早期希望退職募集で 121 人の整理を行っていた。 
またこの時期に注目されたのは三協精機のリストラである。ここでも象徴的な紙面をあげて
おきたい。 

















独自に開発していた。その後、2002 年 9 月に閉鎖された飯田工場は多摩川精機に買い取られ、
多摩川精機はこの飯田工場で自動車用センサーと小型モーターの生産拠点を予定していると報
じられていた（信濃毎日新聞 2002 年 10 月 2 日）。また、FDB モーターの生産を 2002 年 6 月か
らフィリピン工場で本格的に行ってきたが、青写真通りには進まず、このモーターの不振が全
体の業績悪化に直結し、2003 年 8 月 6 日に日本電産の傘下に入ることが報じられた（信濃毎日
新聞 2003 年 8 月 6 日）。 
 表－18 に戻って、次に 2005 年から 2010 年の地域別動向を見ておきたい。リーマンショック
の県内産業への影響である。電気出荷額等がこの間顕著に落ちているのは岡谷市、諏訪市、伊
那市、茅野市、富士見町である。また気になるところでは安曇野市で「電子」が急減している。
この 5 年間で 5 分の 1 の水準に落ちている（注 21）。また同様に気になるのが上田市の「電子」の
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有力メーカーであるシナノケンシが 2007 年、2009 年の 2 度にわたって希望退職者を募ってい
る。2007 年はパソコン向けディスクドライブ事業の縮小で希望退職を募り、97 人が退職した。
2009 年の希望退職の募集は精密モーター生産の「中国シフト」を進めるためだと報じられた（信
濃毎日新聞 2009 年 7 月 23 日）。「主力の精密モーターの納入先の企業も、今や中国での生産が
主流。『物流やコスト競争力を考えると、中国で造れるものは中国で造るしかないのが実情』（金
子社長）」（同前）という。この点は項を改めて言及したい。 
 伊那市ではこの間に「情報」で約 710 億円から約 131 億円に大幅に出荷額を落としている。
その一端に NEC 長野の生産縮小が考えられる。ここでも該当する新聞報道を転載しておきたい。 
NEC 長野 69 人が希望退職 91 人グループ会社へ；信濃毎日新聞 2008 年 8 月 29 日 
長野日本電気（NEC 長野、伊那市）は二十八日、生産規模縮小に伴って希望退職を募り、六十九人が応















 先に NEC 長野では 1979 年からカラーテレビの生産を始めたと紹介したが、1990 年代以降タ
イのサイアム NEC に全量生産移管し、パソコン用ディスプレーも NEC ホームエレクトロニク
ス（マレーシア）に移管した。その後 EMS に従事していたが、叙上の理由で生産縮小を余儀な
くされた。 
茅野市では「電気」で約 1242億円から約 132億円に 1割強の水準まで出荷額が急減している。
富士見町では「電子」で約 913 億円から 430 億円に半分以下に縮小している。富士見町の「電
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 さて表－16 の 2010 年と 2012 年の比較について。この期間で留意すべきはまず直近のデータ
が 2012 年という制約があるものの、リーマンショック後の「回復傾向」が 2010 年には見られ
たものの、また落ちてしまったことの意味するところである。シャープ、パナソニック、ソニー





年の約 776 億円から 2012 年には 27 億円に大幅に減少している。また伊那市では「電子」が約
30 億円、「情報」が約 40 億円の減少、富士見町の「電子」も減少傾向に歯止めがかからず約 289
億円の減少を示している。安曇野市でも「電子」の減少に歯止めがかからず、約 140 億円さら













引き継ぎ、社員 250～300 人程度で創業を始める方針で、長野テクノサイトではすでに 1 月から

























  2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
2007 
～2012 
電子  10 244  9 580  6 764  8 299  7 557  6 763 66.0% 
電気  5 479  4 045  2 781  3 295  3 144  3 087 56.3% 




  2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
2007 
～2012 
電子 3,981 3,056 2,140 2,780 2,516 2,408 60.5% 
電気 1,000 841 631 659 566 540 54.0% 
情報 6,399 6,248 4,507 5,971 4,613 4,168 65.1% 
資料：長野県商工部『長野県の輸出産業』各年版より作成 
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が 85.9％もの大幅な減少を示している。製品ではパーソナルコンピューターが 2008 年の 5095
億円から 2012 年では推定で 563 億円に、またプリンターでは 2000 年に 2452 億円あった出荷額
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る。シンガポールの国策として中小企業の育成を図る目的で領事館の強い誘致があって進出し
たようで、その後 90 年にソーデナガノが中心となって、異業種交流の NIOM を結成し、海外
展開においてもこの組織によって協力関係が実現されていく。また、中国本土には製造現地法
人では県内企業で初めてセイコーエプソンが 1985 年 1 月に、次いで三洋精密が同年 3 月にとも


























工場に香港生産分を移管する」（前出と同じ日本経済新聞 長野経済面 1997 年 12 月 9 日）こと
になったが、香港の現地法人はその後「来料加工」の事務機能を果たすのである。「このビジネ



















筆者が 2001 年新圳、東莞の日系現地法人を訪ねた折、ワーカーの給与は月額 500～800 元の幅
の中にあり、こうした広東省独自のビジネスモデルに投資が殺到した。 
 香港に現地法人を設置し、広東省で来料加工を行う長野県企業は付表でみると、泉精器（87
年香港→94 年深圳）、ミヨタ（90 年香港→91 年広州）、信越化研（90 年香港→92 年東莞）、東
京特殊電線上田工場（91 年香港→94 年深圳）、南信精機製作所（93 年香港→94 年東莞）、天龍
丸澤（93 年香港→94 年深圳）、岡谷電機産業（93 年香港→94 年東莞）、TDS（93 年香港→94 年






産委託を含む）を付表からみると 1994 年に 24 件、95 年に 23 件、96 年に 15 件を数える。（注 23）
第 1 次中国進出ブームといえよう。 
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このブームの要因にはプル要因並びにプッシュ要因が考えられよう。プル要因としては中国
の「社会主義市場経済」化が大きい。その発端は 1992 年 2 月の鄧小平による「南巡講和」で、
これにより「改革開放」への断固たる意志を確信した台湾企業がまず中国への直接投資を本格
化させた。大陸向け直接投資が解禁になった 1990 年の大陸向け直接投資額は 2.2 億米ドルだっ
た規模が 1992 年には 10.5 億米ドルに、翌 93 年には 31.4 億米ドルに急増し、98 年までその水
準を維持する。日本企業の対中直接投資は 92 年の 7.1 億米ドルから 93 年に倍近い 13.2 億米ド
ルに、以降 20.6 億米ドル、31.1 億米ドル、36.8 億米ドル、97 年に 43.3 億米ドル、34.0 億米ド
























のとなる。前掲表－3 に示されているように、1995 年には 3W 未満の小型モーターの製造出荷
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精機製作所も 2002 年 4 月には深圳現法にモーター事業の本社機能を移管し、3 次元 CDA を使っ
た設計機能を移管する方針が決定された（信濃毎日新聞、2002 年 4 月 3 日）。珠江デルタで長
野県企業の中に、モーターの現地生産、現地販売、部品の現地調達、設計開発の現地化、本社
機能の現地化と、現地化戦略が急速に採用されていった。直近のデータが得られる 2012 年現在
では長野県の 3W 未満の小型モーターの製造出荷額は 1995 年の 1 割にも満たない 78 億円に縮

















製造企業、事業所の 2001 年以降の中国進出の件数を付表で確認しておくと、2001 年が 13 件、




 日精エー・エス・ビー機械（小諸市）は 1987 年 7 月に「上海愛思必（エーエスビー）機械有
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限公司」を設立し、プラスチックのストレッチブロー成形機、金型、付属機器の生産工場の建
設に着手した。中国のペットボトル市場の拡大を見込んだものという（信濃毎日新聞 1998 年 7






比べ NB が六―七割、HSO は六割、いずれも削減できると試算している。海外生産移転に伴う
人員整理はないとしている」（信濃毎日新聞 2001 年 2 月 28 日）が、2002 年に 50 人の希望退職
を募り、「希望退職に五十二人が応募したと発表した。三月末に全員退職する」（日本経済新聞 








を売り込み、シェア争いが激化し」（日本経済新聞 長野経済面 2002 年 10 月 30 日）、インドへ
の生産移管を決定しなければならない状況がみてとれる。「上海愛思必（エーエスビー）機械有
限公司」は 2012 年 1 月に販売現地法人「上海艾実碧貿易有限公司」に衣替えしている。『長野
県海外進出企業名簿 2013』には「上海愛思必機械有限公司」の記載はない。 





年 10 月 13 日）である。東莞の現地法人「東莞オリオン」は 2004 年 4 月に新工場を稼働し、工
場内の空気制御機器に送り込む空気を除湿するエアドライヤー（圧縮空気除湿装置）を生産す
るも、2011 年 9 月にタイアユタヤで設立した「オリオン・マシナリー・アジア」が、水害で先
延ばししていた工場建設を 2012 年 3 月に着工し、エアドライヤーの生産に着手した。「オリオ
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ン機械は現在、東南アジア向けには、中国で生産した製品を販売している。同社は『消費地で
の生産に切り替え、輸送コストの削減による競争力アップのほか、中国の拠点に依拠した生産
体制からの脱却を図る』としている」（信濃毎日新聞 2012 年 3 月 9 日）。ここにも中国の賃金高
騰とカントリーリスクが影を落としている。『長野県海外進出企業名簿 2013』には「東莞オリ
オン」の記載はない。 
 次いでアピックヤマダである。同社の海外製造法人の嚆矢となったのは APIC YAMADA 
SINGAPORE PTE LTD で 1989 年 9 月に設立され、モールディング（半導体樹脂封止）装置並び
にリード加工機の部品の生産を担っていた。96 年にはモールディング装置の生産も行うように
なった。ただし、国内工場（当時戸倉町）の生産では対応できない海外需要に備える位置づけ
であった（日本経済新聞 長野経済面 1996 年３月 28 日）、という。 
 1996 年には APIC YAMADA (THAILAND) CO., LTD が設立され、リードフレーム並びに同加
工機用金型の生産を担った。しかしタイの水害で 2011 年 12 月に同拠点の閉鎖が発表された（信
濃毎日新聞 2011 年 12 月 27 日）。 
 中国については 1998 年に上海市に橋頭堡として駐在員事務所を開設し（日本経済新聞 長野
経済面 1998 年 11 月 26 日）、後に 2003 年 8 月に「山田尖端貿易科技有限公司」として現地法人
化する（信濃毎日新聞 2003 年 8 月 27 日）。製造拠点は 2000 年 7 月に山東省で「済南晶恒山田
精密科技有限公司」を設立したのが嚆矢で、合弁相手は「済南晶恒有限公司」で、地場の「済
南半導体」の子会社で、リードフレームを「済南半導体」に納めていた。出資比率はアピック











か」（信濃毎日新聞 2003 年 5 月 13 日）と報じられたのである。同社においてはすでにふれたよ
うにモールディング装置はシンガポールの現地法人で生産されていた。しかし、同法人は独資
であり、その分技術流出のリスクは減じられている。また、売上比率でもモールディング装置
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山田精密科技有限公司」設立におくれること 4 か月、同年の 2002 年 6 月に全額出資の「山田尖
端科技（上海）有限公司」を設立し、「半導体組立装置の最新モデルの標準品や付属品」の生産・
販売・アフターサービスを行う方針が報じられている（信濃毎日新聞 2002 年 8 月 1 日）。中国
の巨大な半導体市場を確保するには技術流出の危険を冒さなければならないことがうかがえる
ところである。こうしたギリギリの選択を強いられたにも関わらず、グローバル資本主義化の
影響は企業経営を圧迫する結果をもたらした。日本経済新聞 長野経済面 2005 年 5 月 7 日は次
のように報じた。 
 「アピックヤマダは 6 日、2005 年 3 月期連結決算予想を修正し、純損益の赤字が 35 億 5 千
万円に拡大したと発表した。従来予想は 1 億 6 千万円の赤字だったが、半導体組み立て装置の
在庫の評価減などで特別損失が膨らんだ。・・・経常損益も従来予想の 1 億円の黒字から一転し
て 3 億円の赤字となった。売上高はほぼ前回予想通りの 227 億円だったが、半導体メーカーの
在庫調整が強まり製造装置の需要が減速。主力とする台湾市場も価格競争が激化し採算が悪化
した。 
 特別損失として、台湾市場向け製品在庫の評価損で 8 億 3 千万円、海外への生産移管に伴う
国内工場の設備除却損で 11 億円などを計上する」。 







型部品などの新規事業も進める」（日本経済新聞 長野経済面 2005 年 5 月 13 日）。 
特注品について最新機種は 2014 年 2 月に半導体向け樹脂封止装置が発売された。装置内で処
理できる基板サイズを大型化し、搬送時間も短縮し、生産能力を 6 割向上させた「GTM-X」で、
掲載日時点で台湾・中国の半導体メーカーから 10 台受注した」（信濃毎日新聞 2014 年 6 月 14
日）という。 
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中国での製造販売を立案、推進」（信濃毎日新聞 2010 年 11 月 18 日）し、「中国向けに機能を絞っ
て開発された自動旋盤『ゲイリー』」（信濃毎日新聞 2011 年 5 月 22 日）を中国市場に投入した。
シチズンマシナリーは前身のシチズン精機時代の 2001 年にすでにタイアユタヤに進出し、「工







濃毎日新聞 2012 年 8 月 22 日）。「前年 11 月には、部品工場だったフィリピンの生産拠点で CNC
自動旋盤の組立を開始。現在は工作機械全体の 7 割ほどを海外で組み立てている」（同前）。さ
らに翌年の 2013 年 5 月 13 日には親会社のシチズンホールディングスが、シチズンファイテッ
クミヨタとシチズンマシナリーミヤノの「全従業員 1443 人（3 月時点）を対象に希望退職を募
集し、それぞれ 220 人と 55 人が応じた」（信濃毎日新聞 2013 年 5 月 14 日）。「ファイテックミ
ヨタ（従業員 737 人）の 13 年 3 月期売上高は前期比 4.5％減 168 億円。時計や携帯電話向け水
晶振動子や水晶片の単価下落が続き、売り上げを落としていた。工作機械製造のマシナリーミ
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ヤノ（従業員 706 人）も、景気減速に伴う設備投資抑制や中国などの海外メーカーとの価格競
争で、同期売上高は 15.4％減の 355 億円と苦戦している」（信濃毎日新聞 2013 年 5 月 14 日）。
シチズンファイテックミヨタは本拙稿Ⅰで紹介した様に、2002 年 IT バブル崩壊に旧ミヨタが











済新聞 長野経済面 2003 年 10 月 22 日）。グローバル資本主義の進展はこうした棲み分けを画
餅化してしまうほど製造業には脅威になることを改めて示したことになる。 
付表に戻ろう。2005 年の資本財部門の海外展開では、他に竹内製作所と TPR（旧帝国ピスト
ンリング）がある。TPR は安徽省安慶市に 1996 年に比較的早い段階で現地法人を構えている。






トンのミニショベルだけだった生産機種」を 2007 年 8 月から重量 8 トンの油圧ショベルの生産
も開始し、2008 年からは「新たな工作機械を導入して・・・大規模な工事に使える 14 トンク
ラスの油圧ショベルの生産を始める」（信濃毎日新聞 2007 年 10 月 16 日）方針であった。2008
年 9 月のリーマンショックを受けて中国政府は手早く 11 月 19 日に 4 兆元の「内需促進・経済
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ありながらも、2009 年 7 月に設立した「日精塑料机機（太倉）有限公司」（江蘇省）は同社が
初めて開設した海外製造現地法人である。同社の「2009 年 3 月期の連結売上高は前期比 32.5％
減の 270 億 4800 万円だが、うち中国向けは 16.2％増の 25 億円だった」。したがって同社の中
国への生産移管は輸出代替であり、「今後も中国の需要拡大は続く―と判断。現地で部品調達す
ることで原価低減が見込める」と現地化戦略を考えている（信濃毎日新聞 2009 年 7 月 8 日）と
いう。また 2012 年 5 月にはニッセイ・プラスチック・マシナリー・タイランドを設立し、2013
年 5 月に工場が稼働した。ここでは「自動車用のコンソールボックスや冷却装置などのプラス
チック部品製造に使う 4 機種を生産する。いずれも坂城町の本社工場で造ってきたが、輸送コ
ストなどを考慮して現地生産に切り替える」（信濃毎日新聞 2013 年 4 月 5 日）という。ここで
も輸出代替として生産移管が考えられている。また同社では「日精塑料机機（太倉）有限公司」
が立地する太倉経済開発区内に新工場（2.5 倍の敷地面積）を建設する計画で、「中国とタイを
合わせた海外での生産比率（台数ベース）を、14 年 3 月期の 28.7％から 16 年 3 月期に 44.8％
に高める目標を掲げている」（信濃毎日新聞 2014 年 6 月 20 日）。 
 
表－19 坂城町製造品出荷額等の推移（千万円） 
2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 











きたのである。日精樹脂工業のように海外生産比率は 2009 年まで 0 だったのに、わずか 5 年で 
－ 57 － 
表－20 長野県企業の海外製造事業所（地域・国別） 
  1992 年 1993 年 1994 年 1995 年 1996 年 1997 年 
  事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 
ア ジ ア 162 8 177 9 208 29 219 23 301 34 327 12 
韓国 16 0 18 0 18 0 14 0 15 1 15 0 
台湾 45 1 36 0 36 0 33 0 37 1 35 0 
香港 9 0 10 1 12 2 13 1 15 1 16 0 
シンガポール 26 1 24 4 24 0 24 3 27 2 30 0 
タイ 26 0 28 2 30 1 31 1 44 3 45 0 
マレーシア 17 1 26 1 31 5 35 4 38 2 42 1 
インドネシア 5 0 5 0 8 2 13 1 23 6 28 5 
フィリピン 3 1 4 0 4 0 5 3 12 3 14 1 
中国 14 4 24 1 42 18 49 10 84 13 94 3 
ベトナム      
北 米 39 0 41 0 41 0 41 2 47 1 49 0 
アメリカ 37 0 37 0 37 0 37 2 43 1 45 0 
欧 州 21 0 22 0 22 0 23 2 30 0 28 0 
そ の 他 7 0 6 0 6 0 8 3 13 1 15 2 
計 229 8 246 9 277 29 291 30 391 36 419 40 
● 
  1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 
  事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 
ア ジ ア 321 10 316 11 330 15 347 15 361 20 403 30 
韓国 13 13  11 9 9 1 8  
台湾 32 3 31 1 33 2 29 1 29  26  
香港 15 13  13 15 2 19 2 21 1 
シンガポール 27 25  26 1 27 24  23  
タイ 48 50 2 53 2 59 3 29 1 60 2 
マレーシア 33 31  32 1 33 1 29 1 29  
インドネシア 32 3 31 1 31 33 1 33  31  
フィリピン 13 17 3 20 3 20 19 1 22  
中国 97 7 95 3 101 6 110 7 126 20 168 26 
ベトナム 6 1 6 7 9 1 10 1 
北 米 44 1 46 1 47 1 45 1 43 0 43  
アメリカ 42 1 44 1 45 1 43 1 41  41  
欧 州 26 2 23 1 24 1 24 1 23 1 19 1 
そ の 他 16 1 14 0 14 15 1 12 0 12 1 
計 407 14 399 13 415 17 431 18 439 30 477 32 
● 
  2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
  事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 
ア ジ ア 435 28 447 26 472 16 476 478 10 470 7 
韓国 11 1 8  9 3 10 10  10  
台湾 22 22 1 23 1 24 1 24  22  
香港 12 16 2 19 1 15 17  15  
シンガポール 22 18  16 15 1 14  14  
タイ 58 1 60 2 63 1 69 4 68  68 3 
マレーシア 27 25  26 1 24 26 1 26  
インドネシア 33 33  34 34 32  30  
フィリピン 23 28 3 28 28 25  26 1 
中国 212 25 219 14 233 7 233 3 233 4 229 3 
ベトナム 10 1 14 4 16 2 17 1 21 4 22  
北 米 44 1 44 1 42 1 41 40  40  
アメリカ 42 1 42 1 41 1 39 38  38  
欧 州 18 17 1 17 20 20  23 1 
そ の 他 12 13 1 10 12 13 1 13  
計 509 29 521 29 541 17 549 13 551 11 546 8 
● 
  2010 年 2011 年 2012 年 
  事業所数 うち新規 事業所数 うち新規 事業所数 うち新規
ア ジ ア 466 9 504 11 540 15
韓国 11 1 11  13 3
台湾 22 1 25  25
香港 14 16  15
シンガポール 14 14  15
タイ 65 3 68 1 82 4
マレーシア 25 24  26 1
インドネシア 32 1 37 3 40 1
フィリピン 23 25  27 1
中国 230 3 251 6 256 3
ベトナム 21 23  31 1
北 米 43 44  46 2
アメリカ 41 42  44 2
欧 州 21 22  22
そ の 他 14 14  14 0
計 544 584 11 622 17   
資料：長野県商工部[1992－2012]より作成 
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表－21 長野県関連製造企業の海外進出状況（2012 年 12 月末現在） 
進出形態別内訳 







  全形態 製造事業所 
  事業所数 構成比 事業所数 構成比 
中国 345 31.2% 256 41.2% 
アメリカ 122 11.0% 44 7.1% 
タイ 104 9.4% 82 13.2% 
香港 84 7.6% 15 2.4% 
台湾 58 5.2% 25 4.0% 
シンガポール 47 4.3% 15 2.4% 
インドネシア 47 4.3% 40 6.4% 
ドイツ 42 3.8% 8 1.3% 
韓国 39 3.5% 13 2.1% 
マレーシア 36 3.3% 26 4.2% 
ベトナム 35 3.2% 31 5.0% 
フィリピン 31 2.8% 27 4.3% 
アジア 848 76.7% 540 86.8% 
合計 1,105 100.0% 622 100.0% 
● 
業種別内訳 
  全形態 製造事業所 
  事業所数 構成比 事業所数 構成比 
電子部品・デバイス・電子回路 217 19.6% 99 15.9% 
生産用機械 183 16.6% 90 14.5% 
情報通信機械 136 12.3% 51 8.2% 
はん用機械 125 11.3% 86 13.8% 
電気機械 79 7.1% 28 4.5% 
業務用機械 55 5.0% 28 4.5% 
輸送用機械 53 4.8% 49 7.9% 
その他 263 23.8% 191 30.7% 
合計 1,105 100.0% 622 100.0% 
資料:長野県商工部［1992－2012］、（2012）より作成 
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理したものである。1992、1993 年ではマレーシアにも及ばなかった中国への進出件数は 94 年
以降急増し、他の追随を許さぬ勢いを見せた。直近のデータでも確認しておきたい。 
 2012 年で長野県の製造業企業の進出の 86.8％はアジアであり、中国と香港でその半数近くの
43.6％を占めている。しかし中国における賃金上昇とともに、2010 年 9 月 8 日に尖閣諸島で中




てくる。表－21 でも 2012 年の業種別進出では旧電機に統合すると 28.6％であるのに、旧一般機
械に統合した事業所数は 32.8％と旧電機を上回っている。この逆転は 2009 年から生じている。 









1996 年時点で電機は一般機械の倍の 162 件の企業進出を実現している。その後 2002 年に増大
し、翌 2003 年には大幅に件数を減らす等の波はありながらも 2012 年現在 178 件と 1996 年の水
準を維持している。ところがその内訳を推移でみてみると、電気機械器具製造業の落ち込みを
電子部品、デバイス、電子回路製造業、情報通信機安芸器具製造業が結果的に補っている構図
が見えてくる。日本産業分類の変更で電機産業が 3 分野に分解された 2002 年、電子部品、デバ
イス、電子回路製造業は 94 事業所、電気機械器具製造業も同じ 94 事業所が進出していた。と
ころが 2012 年になると、三分の一にも満たない 28 事業所に激減している。例えば中国では白
物家電では、すでに日本でも量販店で販売されている海爾（Haier）、テレビでは米 RCA を吸収 
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表－22 長野県関連製造企業の海外事業所 
  1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
電子部品・デバイス・電子回路  94 88 
生産用機械    
情報通信機械  33 56 
はん用機械    
電気機械  94 51 
業務用機械    
輸送用機械 42 45 48 46 23 24 24 24 
その他 108 114 112 94 127 139 143 138 
旧機械 79 91 92 91 91 95 107 128 
旧電機 162 169 155 168 174 173 221 195 
● 
  2004 2005 2006 2007 2009 2010 2011 2012 
電子部品・デバイス・電子回路 104 103 102 104 96 93 94 99 
生産用機械  77 78 85 90 
情報通信機械 54 45 45 46 50 46 47 51 
はん用機械  76 78 80 86 
電気機械 44 45 48 47 29 29 32 28 
業務用機械  25 27 29 28 
輸送用機械 42 45 47 50 40 37 44 49 
その他 131 141 150 149 155 156 173 191 
旧機械 114 124 129 134 178 183 194 204 
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も余儀なくされるということである。のちにみるように、デジタル化の進展はその危惧を抱か
せるのに十分なほど、日系企業の競争力を削ぐ可能性を有している。またこの表では 2007 年か
ら 2009 年に旧一般機械で換算すると 137 件から 178 件に、さらに 2012 年にかけては 204 件に
海外事業所が急増している。2009 年の日本標準産業分類の変更で一般機械が 3 分割され、その
うちの生産用機械器具製造業の海外事業所は 77 事業所から 2012 年には 90 事業所に、はん用機













 すでに宮嵜［2002］では長野県の輸出動向を 1982 年から 2000 年まで見てきたので、本拙稿
では 2001 年以降の動向を整理しておきたい。とはいっても 1982 年から 2000 年までの長野県輸
出の基本的特徴は各国別におさらいしておきたい。 
 図－12 で判然とするように、輸出も電機産業に大きく規定されている。1990 年半ば以降は輸
出総額の 7 割前後を占めるようになっている。ただ、前に触れたように、近年安曇野市の PC
メーカーの「海外などで製造された製品の卸売り」の海外分が含まれている可能性が高いので、
近年の電機輸出額は実勢を必ずしも反映していないかもしれない。統計上では 2007 年がピーク
で総額では 1 兆 6177 億円の輸出額を記録し、電機産業では 1 兆 1370 億円記録し、直近の 2012
年では総額が 1 兆 668 億円、電機で 7116 億円となっている。リーマンショック後の落ち込みも
さることながら、長野県の場合、2001、2002 年の IT バブル崩壊による落ち込みも大きい。ま


































































































































































































































































と県全体で 2005 年にともに最高の 38.9％、25.4％を記録している。製造品出荷額等に占める輸
出出荷額の比率を全国と比較してみると、図－14 にあるように、1983 年から 2001 年まで長期




 2002 年の日本標準産業分類の変更で電機が 3 分野に分割され、それ以降の輸出額の推移を示
したものが後掲図－15（74 頁）である。情報通信機械器具製造業については安曇野市の PC メー
カーの問題があって、額面通りに受け取ることはできないが、与えられたデータで示すと、こ




















































－ 64 － 
表－23 長野県輸出推移（億円） 
  2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
総 額 12,362 9,421 11,047 13,112 15,377 14,717 16,177 14,881 10,187 13,161 11,552 10,668 
●        
アメリカ 3,353 2,558 2,887 3,405 4,569 3,420 3,885 3,188 2,117 2,628 2,050 1,939 
●        
アジア計 4,941 4,528 5,242 6,403 6,619 6,465 7,193 6,802 4,936 6,343 5,774 5,155 
韓国 612 450 446 619 889 896 774 722 471 485 481 382 
香港 1,076 904 975 1,322 1519 1,321 1,525 1,397 1,053 1,328 927 868 
台湾 682 562 574 775 794 740 774 767 462 587 519 428 
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 642 606 436 408 460 380 516 573 232 294 185 201 
ﾏﾚｰｼｱ 426 271 375 345 399 321 365 416 697 891 744 424 
ﾀｲ 237 245 289 330 283 399 466 463 284 381 407 288 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 548 218 70 112 108 102 120 108 62 88   
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 377 372 282 324 335 416 369 248 107 145 107 164 
中国 779 820 1,735 2,092 1,762 1,802 1,927 2,005 1,480 1,932 2,006 1,692 
●        
ｱﾒﾘｶｼｪｱ 27.1% 27.2% 26.1% 26.0% 29.7% 23.2% 24.0% 21.4% 20.8% 20.0% 17.7% 18.2% 




  2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
総 額 8,510 5,938 8,021 9,279 11,092 10,117 11,370 10,145 7,278 9,410 7,692 7,116 
●        
アメリカ 2,219 1,524 1,992 2,390 3,422 1,992 2,529 2,154 1,548 1,899 1,362 1,184 
●        
アジア計 3,507 3,052 4,043 4,674 4,737 4,727 5,416 4,714 3,564 4,486 3,826 3,615 
韓国 446 282 304 410 620 623 543 459 305 256 264 212 
香港 719 1,380 840 1,057 1,192 1,054 1,301 1,145 894 1,119 739 737 
台湾 428 317 374 368 375 446 477 414 1,180 383 348 285 
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 516 478 362 327 342 312 405 476 170 206 106 109 
ﾏﾚｰｼｱ 371 212 335 288 353 261 287 336 622 824 688 356 
ﾀｲ 111 84 112 137 110 166 251 211 130 152 166 114 
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 21 162 22 61 54 47 62 35 18 18 13 25 
ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 316 270 255 293 298 360 316 138 41 40 34 44 
中国 570 613 1,428 1,714 1,375 1,422 1,528 1,481 1,071 1,375 1,292 1,194 
●        
ｱﾒﾘｶｼｪｱ 26.1% 25.7% 24.8% 25.8% 30.9% 19.7% 22.2% 21.2% 21.3% 20.2% 17.7% 16.6% 
ｱｼﾞｱｼｪｱ 41.2% 51.4% 50.4% 50.4% 42.7% 46.7% 47.6% 46.5% 49.0% 47.7% 49.7% 50.8% 
資料：図‐12 と同じ 
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 表－23、表－24 は 2001 年以降の長野県企業の仕向地別推移を県全体と「電機」に分けてし
めしたものである。いずれもアジア向けは 5 割弱を占めている。表中の主だった国々にどのよ
うなものが輸出されているか細分類でみておこう。その際、個別に宮嵜［2002］でみた 1982
年から 2000 年までの主だった輸出額をおさらいしておきたい。 
アメリカには 1982年から 2000年までの間に主だった輸出品として、トラクターが 1471億円、
電機音響機器が 4584 億円、電子計算機・同付属装置が 1 兆 9555 億円、半導体素子が 993 億円、
集積回路が 6110 億円、その他の電子機器用・通信機器用部分品が 2592 億円、自動車部分品・





 製造品及び賃加工品 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
 総 計 3,353 2,558 2,887 3,405 4,569 3,420 3,885 3,188 2,117 2,628 2,050 1,939 
●
2932 トラクタ 128 100 131 1748 112 116 96 44 43  52 
 鉱山機械・建設機械  119 169 276 273 84 60 117 147 
2941 金属工作機械  89 89 58 32    
2966 プラスチック加工機械・同付属装置  52 58 60 72 
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具  67 66 38 46 35 
3044 電機音響機器 61 74 44    
3051 電子計算機・同付属装置 625 732* 891** 969 1314 1884 1701 1157    
 印刷装置  109 80 100 109 97 84 81 105 98 
2829 その他付属装置  109 124 80 85    
3062 ビデオ機器 198 151 287 514 944    
3069 その他の電子応用装置 296  168    
3082 半導体素子 135     





162 127 78 87 71 86 84 40 47 40 46 
3086 コネクタ・スイッチ・リレー 119     
 電子回路基板   30 36 




 29 38 30  
3089 その他の電子部品  86 855 151 139 35 44 113 
3093 磁気テープ・磁気ディスク 83    
●
3192 自動車部分品・付属品 159 216 241 229 251 292 306 239 168 214  153 
●
3251 顕微鏡・望遠鏡 121 177 92 92 77 78 77  
3252 写真機・同付属品 237     
資料：図‐12 と同じ 
 
 2001 年以降はリーマンショックによって大きく落ち込んだ。2009 年の輸出額は 2007 年比で
46％減少し、2010 年に若干伸ばすものの、2011、2012 年に 2009 年の水準を割り込んでいる。
2010 年以降共通するが、この 3 年間に電子計算機（パーソナルコンピューター）の輸出額の記
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載がない。この表とこれから続く長野県からの国別（香港を含む）品目別輸出額の推移は長野
県商工労働部の「長野県の輸出産業」各年版の「表－11 主な仕向国への輸出品目」に基づいて
作成したものである。同表は輸出先上位 10 か国の各国（香港を含む）上位 10 位品目までを記
したもので、11 位以下の輸出品目並びにその額は当然記されていない。2010 年以降 PC の対米
輸出があったかどうか確かめる術はないが、IBM が PC 部門をレノボに売却した後だけに米国
市場に食い込むのは相当難しいと考えられる。しかし 2000 年代、長野県経済にとっては相当大





 製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 613 450 446 619 889 896 759 722 471 485 481 382 
●
 研磨剤    16  
2561 炭素質電極 26 26 21    
 他に分類されない非鉄金属   8   
●
 農業機械     13 
 空気圧縮機・ガス圧縮機・送風機    30  
 真空装置・真空機器     7 
2966 プラスチック加工機械・同付属装置   17 16 21 16 13  11 
2967 半導体製造装置 31     
 他に分類されない生産用機械・同部分品   16 13  
 各種機械・同部分品製造修理   7  7 
 金属工作機械   19    
2998 産業用ロボット   15 43 80 61 20 71 78 19 14 
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具   22 16 30 22 16 
3051 電子計算機・同付属装置(PC*3032) 71 17 24 26 34 80 51    
 印刷装置     14 
3071 電気計測器 32 15 22 23 9   
3082 半導体素子 21 18    
3083 集積回路 97 22 15 16 51 94 66 45    
3084 抵抗器･コンデンサ・変成器・複合部品  21 20 19 20 33 27 17 30 36 12 
3085 音響部品・磁気ヘッド・小型モータ 17 31 31 33 25    
3086 コネクタ・スイッチ・リレー 22     
 印刷装置   20 41 32 29  14  
 その他付属装置   26    
3088 プリント回路(電子回路基板*2841） 18  24 57 52 78 63 37 32 73 63 45 
3089 その他の電子部品 95 52 98 123 39 242 221 175 117 29 28 36 
3099 他に分類できない電気機械器具  39 15 22 22 32    
●
3251 顕微鏡・望遠鏡等  44 18 12  16  
資料：図-12 と同じ 
 
韓国には 1982 年から 2000 年までの間に主だった輸出品として、電子計算機・同付属装置が
1226 億円、半導体素子が 350 億円、集積回路が 388 億円、その他の電子部品が 728 億円、他に
分類できない電気機械器具が 485 億円輸出されていた。他に分類できない電気機械器具にはシ
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リコンウェハ（表面研磨したもの）、太陽電池、リードフレーム等があった。リードフレームに
ついては新光電気が 1987 年に製造現地法人を、1992 年位は販売現地法人を、アピックヤマダ
が 1997 年に販売現地法人を設立し、こうした現地法人が輸出増の役割を担ったと想像される。 










 製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 682 562 574 480 541 399 457 767 462 587 519 428 
●
 研磨剤    32  
●
 建設機械・鉱山機械     39 
2941 金属工作機械     34 
2966 プラスチック加工機械・同付属装置     11 
2967 半導体製造装置 64 51 124 139 52 74 39    
2969 その他の特殊産業用機械   30 18   
 プラットパネルディスプレイ製造装置   41 43 22   
 他に分類されない生産用機械・同部分品   32 22  
 空気圧縮機・ガス圧縮機・送風機     43 
2994 玉軸受・ころ軸受     13 
2998 産業用ロボット   28 61 84 59 29 58 24 17 25 
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具   26 20 22 10 
3043 ラジオ受信機・テレビ受信機   46    
3051 電子計算機・同付属装置 71  31 48 36    
 印刷装置     20 
3062 ビデオ機器   31    
3071 電気計測器 24 27 48 54 44 49 31 12  
3082 半導体素子 29 32 23    
3083 集積回路 97 36 37 30 32 30  13  
3084 抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品 44 40 33 38 49 57 61 36 30 39 28 28 




  17    
3088 プリント回路   25 37 83 110 50 79 57  
3089 その他電子部品 50 38 77 34 84 93 33 29 46 59  
3099 他に分類されない電気機械器具 45 44 49 46 37 31 30 28 34 52 40  
●
3115 精密測定器  24 43    
3251 顕微鏡・望遠鏡 27 23    
3252 写真機・同付属品 28     
3154 光学機械用レンズ・プリズム   23 41 44   16 
資料：図-12 と同じ 
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台湾には 1982 年から 2000 年までの間に主だった輸出品として、電機音響機器が 279 億円、
電子計算機・同付属装置が 1295 億円、半導体素子が 482 億円、集積回路が 424 億円、抵抗器・
コンデンサ・変成器・複合部品が 465 億円、その他の電子部品が 714 億円、他に分類できない
電気機械器具が 363 億円、その他の楽器・楽器部品・同材料が 408 億円輸出されていた。その
他の楽器・楽器部品・同材料が IC 規模ほどの輸出を記録している。長野県には全国有数のギター
メーカーがあり、殊にエレキギターでブランドになっている企業もある。 
 台湾向け輸出についてはリーマンショック後、2009 年には 300 億円を超える輸出の減少から






軸受（roller bearings）、プラスチック加工機械・同付属装置で 165 億円の輸出額を計上している。
輸出総額の 38.6％を占めているのである。 
シンガポールには 1982 年から 2000 年までの間に主だった輸出品として、プラスチック加工
機械・同付属装置が 370 億円、玉軸受・ころ軸受が 356 億円、発電機・電動機・その他の回転
 
表－28 長野県からのシンガポール向け主要輸出品（億円） 
 製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 642 606 436 408 460 380 516 573 232 294 185 201 
●
2824 印刷装置   17    
2966 プラスチック加工機械・同付属装置 28 31 35 39 39 14 36 36    
2967 半導体製造装置 21  14 12 10    
 産業用ロボット   1    
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具  26 24 16 18    
 記憶装置   38 25 16    
3044 電機音響機器 93     
3051 電子計算機・同付属装置(PC*3032) 102 65 42# 124 241    
3062 電気計測器   16 23    
3082 半導体素子 20  15    
3083 集積回路 35 36 11 9    
3084 抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品 68 87 52 56 53 53 43 36    
3085 音響部品・磁気ヘッド・小型モータ  299 99 88 75 57 69 21    
3086 コネクタ・スイッチ・リレー 63 32 21    
 その他付属装置   11 13 6    
 印刷装置   11 14 32    
3088 プリント回路(電子回路基板：2841）  29 29 50 46 45 18 21    
3089 その他の電子部品 36 28 35 28 53 72 105    
3099 他に分類できない電気機械器具 18 25 22 10 7 9    
資料：図-12 と同じ 
#:その他の付属装置 32＋記憶装置 10 
－ 69 － 
機具が 514 億円、電機音響機器が 345 億円、電子計算機・同付属装置が 2377 億円、集積回路が
122 億円、抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品が 509 億円、音響部品・磁気ヘッド・小型
モーターが 444 億円、その他の電子部品が 690 億円、他に分類できない電気機械器具が 503 億
円輸出されていた。 
 2009 年以降総額のみ記載があり、品目には数値がないのは 2009 年以降シンガポール向け輸
出額が上位 10 か国（香港を含む）に入っていないからである。この間リーマンショック前の水





製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 236 244 289 330 283 399 466 463 284 381 407 288 
●
 研磨剤    8  
 非鉄金属鋳物  8    
 金属製スプリント    8  
 空気圧縮・ガス圧縮・送風機    94  
2552 金属プレス製品  23 11 18  13   
2644 機械工具  14 11     
 他に分類されないはん用機械・装置   12 13  
2941 金属工作機械  29 11 11  34   
2741 電線・ケーブル  37 28 11   
2966 プラスチック加工機械・同付属装置 12 14 20 12 19 17 21  12 34  
2967 半導体製造装置    9  
2994 玉軸受・ころ軸受  15 16     
 産業用ロボット  1     
2996 金型・同部分品・付属品  16     
 金属製スプリング  10     
●
 記憶装置  2 15 14 31 44   
3021 民生用電気機械機具      
3044 電機音響機器 3 14     
 デジタルカメラ   9 10  
3051 電子計算機・同付属装置（ＰＣ*3032）  9* 13 21 33 29    
3082 半導体素子  9     
 集積回路  2     
3084 抵抗器･コンデンサ・変成器・複合部品 18 21 16 15 25 34 26 12 17 14  
3085 音響部品・磁気ヘッド・小型モータ  9 12     
3086 コネクタ・スイッチ・リレー  2     
 プリント回路(電子回路基板：2841）  11 53 21 16   
3089 その他の電子機器用および通信機器用部分品      
3089 その他電子部品  11 139 47   31  
3093 磁気テープ・磁気ディスク  21 65     
3099 他に分類できない電気機械器具  4 11 8     
●
3113 自動車部品・付属品  11 51 40 82 78 96 63 102 38  
●
3251 顕微鏡・望遠鏡 3 8     
3252 写真機・同付属品 5     
PC6+記憶装置 3 
資料：図-12 と同じ 




 タイには 1982 年から 2000 年までの間に主だった輸出品として、プラスチック加工機械・同
付属装置が 192 億円、玉軸受・ころ軸受が 1533 億円、発電機・電動機・その他の回転機具が
485 億円、電子計算機・同付属装置が 3063 億円、自動車部分品・付属品が 106 億円輸出されて
いた。 
 タイについては 2012 年にランク外になったため、品目・額が確かめられない。リーマンショッ
ク後比較的順調に回復に向かっていたが、2012 年の洪水、その後の政情不安定もあってランク
外になるほど輸出が 2012 年に低迷した。2001 年以降の変化で最も大きいのは玉軸受・ころ軸
受の輸出額が激減したことである。1986 年から 1999 年まで 1533 億円あった輸出額がこの間
2004 年、2006 年の計 31 億円を記録するのみである。ミネベアは 1980 年にタイに製造現地法人
NMB-Minebea THAI LTD．を設立以来 5 つの工場を設立し、アユタヤ２工場でベアリングの製
造・販売を行ってきた。その成果が長野県からのベアリング輸出の減少となって表れている。
直接投資に伴う輸出代替効果の増大と輸出誘発効果の減少が同時に現れているのである。筆者










年に自動車部品が 38 億円に減ったのはその兆候であろう。 
 マレーシアには 1982 年から 2000 年までの間に主だった輸出品として、金属工作機械が 123
億円、発電機・電動機・その他の回転機具が 367 億円、電気計測器が 103 億円、コネクタ・ス




－ 71 － 
表－30 マレーシア向け主要輸出品（億円） 
製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 426 271 375 345 399 321 365 416 697 891 744 424 
●
 その他の金属表面処理    20  
2552 金属プレス製品   16 12    
2671 ポンプ・同装置  5    
2741 電線・ケーブル  8 16 26 7  2 
●
 農業用機械     3 
2941 金属工作機械 13 17 4 12 8 11 9 8    
2966 プラスチック加工機械・同付属装置   4 7  3 
2967 半導体製造装置   11 11 10 7 8 
2969 その他の工業用プラスチック製品   2 4 4 
 他に分類されない生産用機械・同部分品    3  
 化学機械・同装置     15 
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具 48 63 22 57 58 11    
3044 電機音響機器   5    
3051 電子計算機・同付属装置 26  314    
3062 ビデオ機器   9    
3071 電気計測器 13  11 6 10 11 17 18 17 4 16 
3082 半導体素子 8 10 7    
3083 集積回路 27 20 179 4 4    
3084 抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品 8 16 25 21 17 14 18 10 8 13 10 8 
3085 音響部品・磁気ヘッド・小型モータ  63 51 17 20 7 9 11 7    
3088 プリント回路(電子回路基板*2841）   147 135 121 110 243 245 403 282 305 
 その他付属装置   48 13    
3089 その他の電子部品 148 11 16 16 47 55 99 3 58  
3099 他に分類できない電気機械器具 58 21 15 11 6 10 7 18 11 19 15 15 
●
3251 顕微鏡・望遠鏡等   4 4 3  





香港には 1982 年から 2000 年までの間に主だった輸出品として、電機音響機器が 397 億円、
電子計算機・同付属装置が 2171 億円、抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品が 702 億円、音
響部品・磁気ヘッド・小型モーターが 724 億円、その他の電子部品が 743 億円、写真機・付属





している。ただ、音響部品・磁気ヘッド・小型モーターだけは 2011、2012 年にベスト 10 から
外れている。小型モーターの広東省内での現地調達の増大が影響していると考えられる。 
 中国には 1993 年から 2000 年までに主だった輸出品として、プラスチック加工機械・同付属 
－ 72 － 
表－31 長野県からの香港向け主要輸出品（億円） 
 製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 1,074 904 975 1,112 1,342 1,089 1,339 1,397 1,053 1,328 927 868 
●
 金属プレス製品     11 9 
2741 電線・ケーブル  21  18   
2966 プラスチック加工機械・同付属装置  24 46 34 40 39  20 23  
2981 事務用機器   88     
2999 玉軸受・ころ軸受      10 
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具  167 72 201 151 107 61 71 62 91 66 19 
 記憶装置   55 245 290 322 277 217 226   
3044 電機音響機器 27      
3051 電子計算機・同付属装置 136 75 281* 167 36    
3062 ビデオ機器 26      
2729 その他の民生用電機機械器具      13 
2824 印刷装置   90     
 その他付属装置   56     
3069 その他の電子応用装置   36     
3082 半導体素子       
3083 集積回路 126 43 56 63 54 62 46 33   28  
 液晶パネル・フラットパネル   70     
3084 抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品 142 86 45 65 69 62 72 68 64 80 56 48 
3085 音響部品・磁気ヘッド・小型モータ  65 141 110 379 99 147 56 33 232   
 コネクタ・スイッチ・リレー     12 17 
3088 電子回路基板  29 51 56     




  24 19   
3089 その他の電子部品 77 89 91 287 142 49 200 133 98 139 225 294 
3099 他に分類されない電気機械機具 32  208 325 161 196 28   
●
 望遠鏡・顕微鏡   40     
3252 写真機・同付属品 75      
3254 光学機械用レンズ・プリズム     12 6 
3271 時計・同部分品 173 153 151 123 116 127 146 79 115 110 73 
資料：図-12 と同じ 
＊：記憶装置 33+その他の付属装置 248 
2729：2002 年以降の新製造品番号 
 
装置が 210 億円、玉軸受・ころ軸受が 86 億円、金型・同部分品・付属品が 93 億円、電子計算
機・同付属装置が 164 億円、抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品が 164 億円、音響部品・
磁気ヘッド・小型モーターが 413 億円輸出されていた。 
 2000年だけでも 297億円輸出されていた音響部品・磁気ヘッド・小型モーターは世紀が変わっ
ても 2004 年までその水準を毎年維持し、2005 年、2006 年、2007 年と輸出額を減らし、2008
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表－32 中国向け主要輸出品（億円） 
製造品及び賃加工品 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
 総 計 779 820 1,735 2,092 1,762 1,802 1,927 2,005 1,480 1,932 2,006 1,692 
●
2667 半導体製造装置   25     
2824 印刷装置   115     
2842 建設用金属製品   21     
2829 その他付属装置   10 41     
●
2941 金属工作機械      33 
2966 プラスチック加工機械・同付属装置 40 36 54 40 46  40  48 
2994 玉軸受け・ころ軸受け   28 30     
2996 金型・同部分品・付属品 20  29 39 46     
 空気圧縮機・ガス圧縮機・送風機     88  
 産業用ロボット   51  30 56  
 他に分類されない生産用機械・同部分品    31 39 27 
●
3011 発電機・電動機・その他の回転機具   57 52 74 47 32 54 65 51 
3044 電機音響機器 36      
3051 電子計算機・同付属装置 37  307* 331 328 422 513 416    
3062 ビデオ機器  27 510 464 284 167 180     
3071 電気計測器 20 68 19     
3082 半導体素子 42 23     
3083 集積回路 38 21 28 5     
3084 抵抗器・コンデンサ・変成器・複合部品 28 109 158 166 154 162 183 163 140 197 159 96 
3085 音響部品・磁気ヘッド・小型モータ 332 299 303 286 54 56 80     
3086 コネクタ・スイッチ・リレー  21     
2824 印刷装置   115 36  45 33 
3088 プリント回路   56 71 84 63 168 164 212 127  
3089 その他電子部品   44 299 39 374 213 133 91 86 90  
 電子回路基板      177 
3099 他に分類できない電気機械器具   16  33  34 
●
3251 顕微鏡・望遠鏡等 24 32 11 50 49 56 56  
*3022 デジタルカメラ   142     
3271 時計・同部分品  20 18     





を設立し DC ソレノイド・コイル等の生産を行う。1995 年には三協精機が広東省広州市でモー






ター、振動モーターの製造を開始した。1994 年から 2004 年の間に、珠江デルタに長野モーター
村ができた感がするほど生産機能、設計開発機能、本社機能が移管され、その部品メーカーも
積極的に進出していったのである。 
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 これまで仕向け先 10 位、輸出額上位 10 以内の品目で、長野県の輸出の動向をみてきたが、
長野県の別の指標から長野県の輸出を眺めておきたい。図－15は 2002年改定の産業中分類で、















2,693 2,421 1,479 1,209 841 631 659 565 540
1,882
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輸出総額の推移は以下のようになっている。 
 
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
9,421 11,047 13,113 15,377 14,717 16,177 14,881 10,188 13,161 11,552 10,668 
 
 まず、輸出に占める電機系 3 業種の輸出割合は 2007 年で 70.3％、2012 年に若干低下するも
のの、その割合は 66.7％で、電機産業への高い依存が歴然である。電機産業の内訳で輸出額の

























721 1,071 1,320 929 1,004 929 600 525 505 407 406
324
865 759 959 1,036
1,651
1,762
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アジア向け総額は以下のようになっている。 
 
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
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2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 




































































2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 

















103 128 138 151 136 83 81 62 110 84 87
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78 61 83 64 84 58 42 29 50 50 42
42 42 53 77
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 韓国向け輸出の総額の推移は以下のようになっている。 
 
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 





















2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
271 375 345 399 321 365 416 697 891 744 424 
 
 マレーシア向け輸出については唯一リーマンショック後にも増大しているが、表－30 とこの
図を照らし合わせると謎が多い。2009 年から 2011 年の増大は「情報」の輸出が突如増え、2012
年の減少はその「情報」が 3 億円に激減したことによる。2009 年の「情報」の増大は表－30
から PC の 314 億円分であることが理解できる。しかし、「情報」の 2010 年の 359 億円と同じ
く 2011 年の 313 億円の所在が表－30 では全く掴めない。また輸出総額に占める上位 10 品目の
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輸出額のカバー率は 2009 年が 92.8％、2012 年が 89.4％なのに、2010 年は 54.4％、2012 年が
54.6％である。おそらく 2010 年、2011 年の「情報」の増額分は 2009 年同様、PC であろう。
2010年、2011年にPCを輸出出荷した事業所が 1又は 2の場合に品目と数値が秘匿されるため、


















2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
245 289 330 283 399 466 463 284 381 407 288 
 

































































  2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
アメリカ 2,558 2,887 3,405 4,569 3,420 3,885 3,188 2,117 2,628 2,050 1,939 
中国・香港 1,724 2,710 3,414 3,281 3,123 3,450 3,402 2,533 3,260 2,933 2,560 
 


















































































2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 













244 428 478 419 164 125 133 43 72 79 54 
650 
935 1,111 1,239 
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 みられるように、リーマンショック時の水準に回復できた月はごくわずかである。2010 年、
2011 年、2013 年に計 11 か月中国向け輸出が回復し、アジア NIEs 向けが 2012 年、2013 年に計
3 か月しかない。対米輸出については 2013 年 3 月以降になって初めて 8 割台に回復した。EC



















 図－27 を一瞥して旧分類の一般機械では対中輸出が大きく、すでに 2010 年 3 月にはリーマ
ンショック時の水準に回復し、2011 年 3 月には 3250 億円のピークに達した。すでに述べた 2008
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表－33 中国における自動車・家電補助金制度 




購置税減税 1600 以下の自動車 
当初は 2009 年 1 月 20 日から同年末までで 10％を 5％に減





















2007 年 12 月に策定され、翌 1 月から山東、河南、四川で
カラーテレビ、洗濯機、冷蔵庫、携帯電話に購買に 13％の
補助金が支出。 
2009 年 2 月から全国に広げられ、対象も温水器、エアコン、
電子レンジ、電磁調理器に拡大、2013 年 1 月末まで実施。 
以旧換新 家電の買換え 
カラーテレビ、洗濯機、冷蔵庫、パソコン、エアコンの買
換えに 10％の補助金が支出。期間も 2011 年末まで延長。 
省エネ家電 
購入補助金 
5 都市で試験的に実施 省エネ家電の購入に補助金を支出。 
資料）各種資料により作成、ただし引用は宮嵜［2013］から 
 
 旧分類での一般機械の輸出も図－28 において指数化して示しておこう。 
 



















































































































































































































 図－29 をみると 2012 年 3 月期のシャープ、パナソニック、ソニーの決算を想起してしまう。
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れよう。とはいえ、中国は自動車の生産台数と新車販売台数では 2009 年以降世界 1 位である。
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輸入代替化工業化政策は行き詰ることになる。途上国は１国１票原則の国連に結集し、第１回






特需は 65 年から 67 年にかけて、直接特需だけで 2.9 億ドルを計上し、｢輸出総額に占める直接













入ってくる。米国の対日貿易赤字は 1982 年の 167.8 億ドルから 84 年に 335.6 億ドル、85 年に
は 461.5 億ドルに、2 年で 2 倍、3 年で 2.75 倍に膨張する。日本からの対米乗用車輸出も 82 年
の 2 兆 3846 億円から 84 年に 2 兆 9928 億円、85 年には 3 兆 7074 億円に急増する。電機製品の
対米輸出の伸びはさらに大きく、VTR は 1980 年から 85 年にかけて 4436 億円から 1 兆 5841 億
円、カラーテレビも同期間に 2849 億円から 6077 億円に急増し、民生用電子機器の輸出は 1980




化を目的とする直接投資を増大させる。日本からの直接投資の急増が 86～88 年のアジア NIEs
の輸出力を高め、高成長を牽引していったのである。その後アジア NIEs 通貨の調整、GSP（一
－ 95 － 
般特恵関税；開発途上国向け非互恵関税）供与の停止、民主化に伴う賃金の高騰により、輸出
用のオフショア生産拠点が ASEAN に再配置されるようになった。さらに 1992 年 2 月の鄧小平




























へ）、さらに当時次期読み取りヘッドといわれた MR ヘッド（富士通が後工程を韓国に）や MD
プレイヤーが含まれている（注 27）。 
内発的要因 結節要因 外発的要因
高質 で 安 価 な 労働 力 の 安 定 供 給 → ← 米 日 援 助 に よ る イ ン フ ラ 整 備
・勤勉/箸文化圏 ・米国の戦略的援助
・農村における潤沢な産業予備軍 多グ ・日本の経済主義的援助
・開発独裁下の労働統制 　　ロ ← 本 国 に お け る 賃 金 上 昇
輸 出 指 向 型 工 業 化 政 策 → 国ー ← 米 国市 場 を巡 る米 日 間 資 本 競 争
・為替レートの切り下げ 　　バ ベ ト ナ ム 特 需
・輸入自由化  籍ル ← Ｇ Ｓ Ｐ 供 与
・輸出金融 企 ← Ｇ ( ５ ) ７ 協 調 、 円 高
・輸出産業への関税、租税優遇 業 ・日系企業のオフショア生産拠点の再配置
・輸出産業に対する輸送、電力料金の割引 の ・historical Japan ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ
・外資優遇策 事 ・日本的生産システムの伝播
ｆ ｒ ｅ ｅ ｔ ｒ ａ ｄ ｅ ｚ ｏ ｎ ｅ の 設 置 → 業 ・ＭＥ化のアジア的進展
優 秀 な 官 僚 機 構 展 隣 人 効 果












容された（注 28）。なお、輸入に占める逆輸入の割合は 92 年度の 6.5％から 99 年度には 16.0％ま




ブランドで溶接機、実装機の生産も中国で行っていた。また、この時期 94 年にすでに NEC は




















































カーから各モジュール、ソフトウエアを調達し（注 30）、PC/AT の組立を実現し、1984 年ごろに
は米国市場でトップシェアを確立したという（注 31）。ところがこうした生産方式で簡単にパーソ
ナルコンピューターが組み立てられるので、デファクトスタンダードとなった IBM の PC/AT
－ 98 － 
の互換機は米国内でまず他社によって大量に供給され、さらに国境を越えて生産立地が広がり、
その組み立て生産は賃金の安価な地に収斂し、中国広東省の東莞市に集中するようになった
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第 1 号は浜松高等工業高校出身で高柳門弟の笹尾三郎が中心となって早川電機（現シャープ）
から 1953 年に生産出荷された。ただしそれは自前ですべて開発したわけではなく、特許を RCA
から購入して生産したものであった（注 33）。もちろんこの時代のテレビは真空管テレビで、IC






5 つに大きく分類され・・・2010 年の半導体市場は全体で 2983 億ドルで・・・、ロジックカテ
ゴリーは 774 億ドルで 26％を占めており、一番大きい」（佐野［2012］、139 頁）。その中にあっ






ビットマイコン 4004 として世に現れた（注 34）。このマイコンがエポックメイキングとなり、そ
の後この汎用志向のマイコンにカスタム志向のニーズが寄せられ、「1980 年代に入るとカスタ
ム志向のゲートアレイとスタンダードセル方式ASIC（セルベース IC）が登場した」（佐野［2012］、
110 頁）。「ゲートアレイはあらかじめ AND、OR などの基本ゲートをアレイ状に敷き詰めた構
造を持ち、配線層だけカスタム設計を行い配線のつなぎ替えでユーザの必要とするロジックを
実現するもの」（佐野［2012］、111 頁）で、やや遅れて登場したスタンダードセル方式 ASIC は
「設計の前段階で RAM、ROM などのメモリや CPU、アナログ回路など、モジュール化した標
準セルをライブラリとして用意してお」き、「ユーザから提供された論理はモジュール化したセ
ルを組み合わせて…配置し、セル間を配線」（佐野［2012］、112 頁）するものである。1985 年
にザイリンクスによって発売された FPGA（Field Programmable Gate Array）は「任意の論理回
路として使用できる論理ブロックをチップ上に格子状に配置し、その間をプログラマブルに配
線できるようにした製品で・・・製品工程も含めて完全に汎用製品であり、出荷後にユーザ側
でプログラムできる」（佐野［2012］、115 頁）もので、この柔軟性に富んだ LSI を挟んで、1990
年代に入ると「スタンダードセル方式 ASIC は搭載システム規模が拡大して CPU コアとバス、
メモリを内蔵するようにな」（佐野［2012］、117～118 頁）り、このような LSI は SOC と呼ば
－ 100 － 
れるようになった。「現在の SOC は 1000 万ゲートを超える規模になっており、SOC 構成の基
本単位は機能 IP（Intellectual Property）となっている。機能 IP も規模が大きくなった結果、機
能 IP が独立した商品となり、IP プロバイダが出現している」（佐野［2012］、118 頁）。SOC の
構成は図－36 のようになっている。 
 





















を０と１の連続データで表し、それを 4 ビットあるいは 8 ビットのデータとして送り、ROM、
RAM に格納されたプログラムから命令レジスタに送られた処理手続きに基づいて CPU で演算
し、その結果をメモリーレジスタを経由し ROM、RAM に送る、この一連の手順もデジタル回
路を通して実現される。 
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されるモジュールが、トランジスタの集積度の増大に裏打ちされてその数を増やし、デジタル
製品の品揃えが増えてきた。その事例を CDROM で確認しておきたい。CDROM ドライブが出
始めたころは基幹部品のサーボモーターの制御はアナログ回路で行われていた。しかし「1994
年に東芝がデジタルサーボチップセットを外販開始することで、急速にデジタルサーボ化した」
（佐野［2012］、37 頁）。アナログ制御では 2 倍速まで実現されたが、アナログ制御では達成で
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り行きであった」（小川［2014］、49 頁）。 
デジタルテレビになってデジタルインターフェースで結合された各モジュールを、また画像












3800 億円の赤字、パナソニックが 7721 億円の赤字となり、シャープは 2000 人の希望・早期退














の関係を問う場合にはデジタル化を前提にしている。藤本・武石・青島［2001］第 13 章 楠木
建、ヘンリー・W・チェスブロウ「製品アーキテクチャのダイナミック・シフト―バーチャル
組織の落とし穴―」では以下のように記されている。「ここで強調したい論点は、製品アーキテ














（Henderson, Rebecca and Kim B.Clark, ”Architectural Innovation : The Reconfiguration of Existing 
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からだんだんモジューラー化していく前にすでに柔軟に対処している事例とも考えられる。さ
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表－34 泉田区分 
アップル グーグル マイクロソフト ソニー アマゾン 
データ 
センター 














































れている。泉田の表に記されている CPU の一世代前の A5 は、佐野によれば「カスタムチップ
であり、CPU コアは ARM であるが、画像用 IP はイマジネーションテクノロジーズが開発した
PowerVR である。さらに A5 プロセッサの製造はサムスン電子である。・・・セットメーカのアッ
プルが ASIC のプラットフォームプロバイダも兼ねているのであるが、ARM コアと画像用 IP を
外部から調達してチップ全体を設計し、製造をサムソン電子に委託している」（佐野［2012］、
165 頁）。モジュール、IP を調達、設計し、それらの組立を EMS の中国工場に委託している。




将来スマホの出荷台数が PC を超えるとは予想できなかった」（湯之上［2013］、199 頁）こと
にあり、「インテルが断った『iPhone』用プロセッサは、韓国のサムスン電子が製造することに
な」（湯之上［2013］、200 頁）り、両社間の数々の訴訟を経て、「『iPhone』用プロセッサのビ
ジネスを、2013 年にサムスン電子から TSCM がもぎ取った」（湯之上［2013］、202 頁）という。
ここでインテル社並びにアップル社の誤った選択の結果から得られる教訓を整理しておきたい。 
 PC の売れ行きを鈍らせ、ウインテル連合を初めて躓かせるほど、iPhone はイノベートな製
品であったのであろう。「スマホ・携帯電話用プロセッサの基本設計（アーキテクチャ）の 95％
は ARM 系となっている・・・。2011 年に ARM 系プロセッサは、なんと 79 億個も販売された。
これに対して、PC 用プロセッサのチャンピオン、インテルの販売数は 3.3 億個である」（湯之
上［2013］、200 頁）。ここで ARM 系と記されているのは SOC の CPU コアが ARM コアで、そ
れは湯之上が指摘しているとおり、搭載対象範囲が広いので PC に限定した CPU と同列に比較
できないが、ロジック系半導体の現在のインテルの位置が示されている。 
 アップルの誤った選択については、湯之上［2013］の指摘を引用しておきたい。 






かして、販売実績で iPhone を上回る GALAXY をつくり得たのは、iPhone が「垂直統合型アー
キテクチャー」（泉田［2013］19 頁）の製品ではなかったからである。基本的にはスマホはデ
ジタルでモジュールが接合される組立製品であり、その脳神経に当たる SOC と OS を開発でき
れば、後発の類似製品を製造しうるし、SOCのCPU コアもその基本は ARMコアでできていて、
SOC 自体が IP で構成されているので、モジュラー型オープンアーキテクチャーとして類似品
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スマホ勢力図、塗り替え、台湾･メディアテック、半導体出荷４割増、中印勢へ割安供給 
2014/05/01 日本経済新聞 朝刊 11 ページ 





日に開いた決算説明会で誇らしげに語った。1～3 月期のスマホ用 LSI（大規模集積回路）の出荷量は 6500
万個の当初予想を超え、7500 万～8000 万個に達した。謝氏は 14 年の出荷量について「（前年実績比で 4 割
増の）3 億個以上になる」と話す。 
 米調査会社の IDC によると、14 年のアジア太平洋地域（日本含む）のスマホ出荷台数は前年比 26％増の
約 6 億 6600 万台の見通し。メディアテックはこれを上回る伸びとなる。 
 1～3 月期の連結純利益は前年同期比 2.7 倍の 101 億台湾ドル（約 342 億円）、売上高は同 92％増の 460




どの主要機能を１つにまとめた LSI が主力製品だ。 
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ザイン、QRD）を提供し、『100 ドルスマホ』…の製造を先導した」。その巻き返しを聯発科技
（メディアテック）が 2013 年に果たし、「中国におけるスマートフォーン用システム LSI 市場
の 47％のシェアを獲得して、クアルコム（同 35％）を逆転した」。「2013 年の中国における携
帯端末生産台数は 14.6 億台に達し、世界の 8％のシェアを占めるにいたった」。その中で華為
技術（ファーウェイ）が 800 元程度の低価格機種で販売を伸ばし、さらに 2013 年は小米（北京
小科技）が 800 元程度で情報処理能力、カメラの精度等で iPhone に劣らない洗練されたデザイ
ンのスマホをネット限定販売し、人気を博し、中国スマートフォーン市場において第 4 四半期
に第 4 位に浮上した（以上、日中経済協会［2014］、146～7 頁を参照した）。 
以上みてきたように、iPhone の独壇場はものの見事に崩されている。それは iPhone が「垂直
統合型アーキテクチャー」としてとどまることができなかったからであり、その理由はスマホ
がデジタルのモジュラー型オープンアーキテクチャーであることに由来している。クアルコム、
聯発科技（メディアテック）がスマホ用 LSI（実は SOC、以下 SOC に統一）を供給できたのも








めには、CPU コアも画像用 IP も他社に頼らず自社設計し、製品組み立ても自社工場でブラッ
クボックス化を徹底しつつ実現していかなければならない。この二つの課題は IT の時代には無
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 携帯電話に関してはアジア太平洋産はこの 4 年で 3 割から 5 割弱に達する伸びで、日本産は
7.8％市場シェアを落としている。欧州産は 41.4％から 19.4％へとシェアを半減させている。北
米産に大きな変化がないので、グラフ上ではアジア太平洋産は欧州産と日本産のシェアを侵食
していることになる。スマホについてはアジア太平洋産はこの 3 年間で 48.1％もシェアを伸ば




























21.7 18.5 16.9 17.1 14.9
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 総務省の「平成 25 年版 ICT 国際競争力指標」の中には、もちろん日本産で競争力を保持・
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1988/03  ゴルバチョフ、新ベオグラード宣言 






1992/02  鄧 小平、「南巡講和」 




























に ARPA（Advanced Research Projects Agency）が設立され、核戦争下で「生き残る通信手段」
としてのコンピュータネットワークの構築が模索され、1969 年には電話回線上でデータ転送が
実現されたという。そもそもコンピュータ自身も大陸間弾道ミサイルの弾道値の計算用に開発
されたのであるから、両者は同じ出自だといえる。そして 1989 年 12 月に米国ブッシュとソ連
ゴルバチョフとのマルタ会談で米ソ冷戦の終結が宣言された直後の 1990年にはARPANETは米
－ 114 － 
科学財団に引き継がれ、その商業開放の道が開けたのである。そして 1994 年には Netscape プ
ラウザが公開され、1995 年には NASDAQ に上場し、さらにマイクロソフトが Windows95 を、
インテルが Pentium Pro を発売し、PC の使い勝手が向上し、インターネットブームを迎えるこ


































義」の看板は残された。また 1989 年の第 2 次天安門事件でカントリーリスクが高まるなか、1992
年 2 月の鄧小平による「南巡講和」もまたそのインパクトは大きかったといえよう。これによ
り「改革開放」への断固たる意志を確信した台湾企業がまず中国への直接投資を本格化させ（本
拙稿 49 頁を参照されたい）、日本企業も 1995 年あたりには中国投資ブームを迎え、中国への直
接投資の増大、それをチャンネルとする技術移転、さらには中国の現地子会社から零れ落ちる
技術の波及効果、旺盛な起業家精神、モジュラー型オープンアーキテクチャーの普及等で中国
































西南財経大学（四川省）の調査によると、ジニ係数は 2010 年で 0.61 を計上した。警戒ライン
とされる 0.4 をはるかに超え、社会不安につながる危機ライン 0.6 に達してしまっているので







した。需要項目別寄与度は純輸出が-3.9 ポイント、最終消費が 4.6％、総資本形成が 8.0 ポイン
トで輸出の落ち込みを内需拡大で補う構図が見える（内閣府［2010］）。ここでの内需拡大はす











行取引は残高で 1999 年には 9.9 兆円の水準であったものが、2007 年時点では 34 兆ドルに、国
－ 117 － 
際市場での債券発行額も同時期に 5.5 兆ドルから 22 兆ドルに増大し、2007 年の双方の額は世
界の GDP（54.6 兆ドル）を上回っているのである（JETRO［2009］19 頁）。サブプライム・リー
マンショックと関連するので、米国における債券市場の推移を示しておきたい。 
 
















 図－43 にあるように、不動産担保関連証券の残高はサブプライムショックが起きた 2007 年
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表－35 不動産担保関連証券の内訳（10 億ドル） 





 CMO CMBS RMBS Agency 
Non- 
Agency Total 
2002 3158.2 922.7 295.7 909.6 4080.9 1205.3 5286.3 
2003 3342.2 1006.5 350.1 1009.1 4348.8 1359.2 5708.0 
2004 3383.1 1022.1 414.2 1469.7 4405.2 1883.9 6289.1 
2005 3547.6 1114.3 539.0 2005.4 4661.9 2544.5 7206.4 
2006 3837.9 1253.3 696.8 2588.0 5091.2 3284.8 8376.0 
2007 4459.9 1341.1 866.8 2704.7 5801.0 3571.6 9372.6 
2008 4956.8 1322.6 745.3 2085.4 6279.3 2830.7 9110.0 
2009 5372.2 1264.2 707.6 1704.5 6636.4 2412.1 9048.5 
2010 5481.4 1353.3 668.6 1473.2 6834.7 2141.8 8976.5 
2011 5546.4 1401.3 686.6 1409.6 6947.7 2096.2 9043.9 
2012 5656.7 1303.7 637.2 1218.9 6960.4 1856.2 8816.6 












































赤字に規定されている。輸入超過額が米経常赤字をもたらしており、輸入額は 1990 年の 6160
億ドルから 2008 年には 2 兆 5225 億ドルに 4 倍以上も増えている。輸入が増える一因にはアウ
トソーシングの増大にある。たとえばアメリカで設計された iPhone であっても中国から輸入さ
れるので、アメリカの輸入はアメリカに本社があるグローバル企業のアウトソーシング戦略に








よって輸入の増大が実現されたと考えられる。外国の対米民間資産は 2003 年の 5802 億ドルか
ら 2004 年以降 2007 年までの間に 1 兆 1354 億ドル、9881 億ドル、1 兆 5772 億ドル、1 兆 6485
億ドルに、中でも外国民間の対米銀行部門債権も 2003 年の 972 億ドルから 2004 年以降 2007
年までの間に 3352 億ドル、2147 億ドル、4620 億ドル、5093 億ドルに急増している。またもう
一点注目すべきことは外国民間の米「株式・社債」保有もこの間に増大していることである。





極的に購入していた構図が浮かび上がってくる。サブプライムショックが 2007 年 6 月 22 日、
ベアスターンズ傘下の投資ファンド 2 機関が破綻し、8 月 9 日に BNP パリバが傘下の 3 ファン












表－36 BRICs の経済規模（2003－2013 年） 単位：10 億米ドル 
  2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
世界 37,494 42,178 45,616 49,375 55,718 61,222 57,846 63,180 69,899 72,106 73,982 
G7 23,910 26,225 27,328 28,507 30,681 32,118 30,590 31,776 33,697 34,543 34,507 
同世界シェア 63.8% 62.2% 59.9% 57.7% 55.1% 52.5% 52.9% 50.3% 48.2% 47.9% 46.6% 
ブラジル 552 664 882 1,089 1,366 1,650 1,622 2,143 2,493 2,248 2,243 
ロシア 430 591 764 990 1,300 1,661 1,223 1,487 1,850 2,004 2,118 
インド 591 689 809 908 1,153 1,251 1,254 1,598 1,676 1,859 1,871 
中国 1,641 1,932 2,257 2,713 3,494 4,520 4,991 5,930 7,298 8,229 9,181 
BRICs 計 3,214 3,875 4,711 5,700 7,313 9,083 9,090 11,159 13,318 14,340 15,413 
同世界シェア 8.6% 9.2% 10.3% 11.5% 13.1% 14.8% 15.7% 17.7% 19.1% 19.9% 20.8% 




は 2013 年に 2 割まで増大する。その中にあった中国の存在が圧倒的である。もちろん GDP 世
界第 2 が BRICｓにあるのだから。そして自動車の生産・販売台数では 2009 年以降ともに中国
が世界 1 位となる。2013 年の生産台数は 22,116,825 台、販売台数は 21,984,079 台でともに初め
て 2,000 万の大台にのった（日中経済協会［2014］、122 頁）。いまや中国の自動車市場は世界
の 4 分の 1 以上を占め、アメリカの 1.4 倍、日本の 4 倍の規模となっている。2013 年の販売台
数の内訳では乗用車基本形のうち排気量 1,001～1600ccクラスが 1,094,478台（前年比 15.4％増）、
MPV（多目的車）が 811,785 台（前年比 164.5％増）、SUV（多目的スポーツ車）が 988,348 台
（前年比 49.1％）で、これら 3 カテゴリーの前年度純増分だけで 2,894,611 台となり、「13 年日
本自動車販売台数（538 万台）の半分以上に匹敵する」（日中経済協会［2014］123 頁）。これら
3 カテゴリーがボリュームゾーンになっているのはこれら市場セグメントが中間層によって大
方構成されているからである。世帯年間可処分所得 5000 ドル以上 3 万 5000 ドル未満の中間層
はアジアにおいて 2000 年の 2.2 億人から 2010 年には 9.4 億人に増大し、うち中国では 7000 万
人から５億人に増大すると見込まれていた（経済産業省［2010］、187 頁）。少子高齢化が進み、







新車販売台数が当初 2012 年目標であった 100 万台を前倒しで達成し、前年比 35.5％増の 102
万 3600 台の売り上げを達成した。同社の中国販売台数は 2009 年に日本を超え、2010 年には米

































































兆円超を投じ、世界販売台数を 10 年度比７割増の 700 万台強にする計画だ。 
日本経済新聞 
2011/6/17 
日 産 パ ワ ー 88
（2011 年 6 月） 






年 7 月） 
2015 年までに 500 億元（役 6100 億円）を投じ、東風汽車で約 30 種の新モデルを年間販

















メキシコに年産 60 万台の新工場を建設する方針を固めた。2013 年末から順次、稼働す









28 日、中国・襄陽工場（湖北省）の生産能力を現在の約２倍の年間 25 万台に引き上げ
ると発表した。投資額は 20 億元（約 250 億円）。同工場で高級車ブランド「インフィニ
ティ」を生産することも正式に発表した。日産は１５年までの５年間で、中国での生産
台数を 200 万台に倍増させる計画。今年初めには中小型車の生産拠点である広東省広州

































日産自動車は 2014 年夏に大連工場（遼寧省）を稼働させ、人気２車種の生産を 3･5 倍に





10 万台、エクストレイルは約２万台で、増産分を加えると最大で計 42 万台規模になる。 
 キャシュカイの現行モデルの現地価格は約２２５万円から。中国の乗用車の中心価格
























グ ロ ー バ ル ビ
ジョン（2011 年
３月） 



















トヨタ自動車のインドネシア法人は 25 日、2013 年に同国工場の生産能力を 40％引き上
げて年 14 万台にすると発表した。投資額は１兆７千億ルピア（約 165 億円）。現在生産
する３車種に加え、新興国向けの小型車を新たに生産し、急拡大している同国内やアジ







産 2.8 倍、12 年
21 万台、販売店
200 店に 
トヨタ自動車はインドでの 2012 年の生産台数を昨年実績の 2･8 倍の 21 万台に増やす計
画を明らかにした。昨年末に稼働した第２工場に、第１工場からセダン「カローラ」の
生産を来年半ばまでに移管するなどして生産規模を引き上げる。インド国内の販売店も








万 2000 台 
トヨタ自動車のタイ現地法人、トヨタ・モーター・タイランドは 21 日、11 月からハイ
ブリッド車「プリウス」の生産・販売を開始すると発表した。電池やモーターなどの基
幹部品は日本から供給し、現地で組み立てる。プリウスの生産は日本、中国に続き３カ
国目。年 8400～１万 2000 台の生産・販売を見込む。













アイシン精機は約８億円を投じてドアロックの年産能力を 13 年に 1000 万個にする。10
年の生産実績は 744 万個だった。豊田合成もハンドルの年産能力を 30 万本強から 13 年






























で、年産能力を３万台から５万台に引き上げる。15 年３月から排気量 2700cc の SUV「プ
ラド」を生産するのに伴い約 500 人を新規に雇用する 
日本経済新聞 
2013/10/23 
















 2014 年上期のトヨタグループ（ダイハツと日野を加えた）の販売台数は 509.7 万台で、フォ
ルクスワーゲンの 492 万台を抑えて世界 1 位となった（日本経済新聞 2014 年 7 月 31 日）。世界
規模では 1 位、2 位の凌ぎを削っているフォルクスワーゲンとの競合関係も中国ではトヨタは
－ 124 － 
全く歯が立たない。2013 年の中国での生産台数は一汽－大衆が 1,537,732 台、上海大衆が
1,559,469 台計 3,097,201 台に対して、トヨタでは一汽豊田が 554,749 台、広汽豊田が 302,983
台、計 857,732 台と 3.6 倍の開きがある（日中経済協会［2014］、129 頁）。日系自動車メーカー
では第 2 位であるが。前世紀にアメリカ市場での盛況で、中国政府からの進出要請に反応が鈍
く、それが基で現在世界最大市場となった中国では出遅れてしまったつけがこのような形で表
















 表－38 に戻ろう。グローバルビジョンで 2015 年に新興国比率 50％の目標を掲げ、その戦略
車のプラットフォームとして IMV（Innovative International Multi-purpose Vechcle）形式のピッ
クアップ、ミニバン、SUV を用意し、さらにセダンタイプ用の Etios、Vios、7 人乗り小型ミニ
バン用の Amanza を用意し、新興国さらには途上地域に生産拠点、販路を拡大している（フォー
イン［2011］、32‐33 頁）。 
 次にホンダである。中国では 2013 年の実績で東風本田が 325,842 台、広汽本田で 438,847 台、





－ 125 － 
部品に置き換えて設計を現地で行い、自動車価格を抑える目的も有するであろう。さらに北米
向け輸出生産拠点をメキシコ工場に集約し、アメリカ工場の増強等で「シビック」、「アコード」

























年 4 月） 
広汽本田が開発、デザインも担当。Fit、City 同様グローバルスモールプラットフォーム








中国・北京市で 23 日、自動車展示会「第 12 回北京国際自動車ショー」が開幕した。世















ホンダは 11 年度、フィットを車種別で最多となる６万 7000 台輸出した。うち４万台を
輸出した米国向けは次期モデルから、米国と北米自由貿易協定を結ぶメキシコの新工場
に生産を移管する。欧州、アジアでも現地生産を拡大する。 
 11 年度に２万 3000 台を輸出したセダン「シビック」の国内生産もこのほど終了。米
インディアナ州の工場の生産能力を増強するなどして現地で全量を生産する。狭山工場
（埼玉県狭山市）で手がけていた北米向け「アコード」の生産も打ち切った。 























日経新聞 朝刊 13 ページ 
 新興国市場などで事業を急激に拡大する日本の自動車メーカー。部品の調達方式にも大幅にメスを入れ
始めている。国内部品メーカーはこれまで完成車メーカーとの擦り合わせや高品質を武器に戦ってきたが、






 ホンダは昨年９月、2016 年度に 600 万台の世界生産を目指す構想を公表した。現在の５割増という大胆
な計画に向け、部品調達のあり方も大幅に変えるという。 


























































から 2013 年第 4 四半期にかけての約 6 年の間に 120.7 万台から 244.2 万台に２倍も拡大した。
現地化に対応した生産台数の倍増である。その結果、自動車の国内外生産はリーマンショック
直後に逆転し、その差は開くばかりである。図－46 に示されているように直近の 2014 年第１
四半期では国内生産は海外生産の 61.7％の水準である。国内生産は 2013 年第 3 四半期以降増
大傾向にあるのは2014年4月の消費税増税への駆け込み需要で、需要が先食いされていたので、

































































































































































































－ 131 － 




































      ターム物入札ファシリティー(全12連銀実施)
　　預金取扱機関の資金繰り支援、ディスカウント・ウインドウ適格担保証券に適応
　2）Term Securities Lending Facility;TSLF（2008/03/11～2010/02)
      ターム物証券貸出ファシリティ（NY連銀実施）
　　　プライマリー・ディーラの資金繰り支援、トライパーティ・レポ適格担保証券(財務省証券、エージェンシー債、エージェ
ンシーMBS)、投資適格債に適応
　3）Praimary Dealer Credit Facility;PDCF（2008/03/16～2010/02)
     プライマリー・ディーラー流動性ファシリティ（NY連銀実施）
　　 プライマリー・ディーラの資金繰り支援,トライパーティ・レポ適格担保証券(財務省証券、 エージェンシー債、エージェ
ンシーMBS)に適応




　5)Term Asset-backed Securities Loan Facility;TALF(2008/11/25～2010/06)
　　 ターム物ABS融資ファシリティ（NY連銀実施）
     プライマリ・ディーラー経由でABS(オートローン、学生ローン、クレジットローンを担保とする）の保有者に対し、ABSを担
保とする期間3年のノンリコースローンの供与し、消費 者,中小企業の流動性を支援。総額1兆ドル。
3. FRBによる特定資産の買取り
　１）CP Funding Facirity;CPFF（　2008/10/07 ～2010/02）
　　 CPファンディング･ファシリティ(NY連銀実施)
    ライマリディーラー経由でＣＰの発行者からＣＰをＦＲＢ　の連結対象のＬＬＣが買取り、CP市場の流動性支援。米財務省
がNY連銀に500億ドルの特別預金を拠出。
  2)Money Market Invester Funding Facility;MMIFF(2008/10/21～2009/10)
　　 短期金融市場参加者から相対的にタームが長い金融機関の預金証書等を買取り、 MMFを含む短期金融市場の流動
性支援。総額6000億ドル。
  3)Mortgage-Backed Securities Purchase Program(2008/11/25～
　　 ファニーメイ、フレディマック、ジニ―メイの保障のついたMBSを投資マネージャーがブローカー、ディーラーから買い取
り、モーゲージ市場の流動性を支援。
  4)Quantity Easing 2;QE2 量的緩和第２段（2010/11/03～2011/06）　　 期間中6000億ドルの中長期国債の購入。
　5）QE3(2012/09/13～:MBS月額400億ドル購入、ツイストオペと同額の月額450億ドルの米国債買い入れ、2013/12に
Tapering (買い入れ額の縮小を決定
１．ファニーメイ、フレディーマックにコンサベータシップを適用（2008/09/07)   連邦管理局の管理下に。
２．財務省、FRBによるAIGへのつなぎ融資（2008/09/16)、資本注入（2008/11/10)  
３．FRBによるノンバンクの銀行持ち株会社転換の推進とそのもとでの融資
　　ゴールドマンサックス、モルガンスタンレー（2008/09/21)、アメリカンエクスプレス   （2008/11/10)、GMAC、 GMAC
Bank（2008/12/24)。
４．連邦預金保険公社（FDIC）による預金保護額の引き上げ(2008/10/03～2009/12)　10万ドルから25万ドルへ。
５．緊急経済安定化法に基づき不良資産救済プログラム（Trouble Assets Relief Program;
    TARP)が策定され、銀行に資本注入（2008/10/03)、財務省の支払い期限が    2010/10/03まで延長。























































































－ 132 － 













 さて FRB の金融安定化策の特徴は機動性と無原則さにあるといえる。ゼロ金利政策について
もゼロ金利へ躊躇なく進み、流動性供給もその額は 1 兆ドル、上限を設けないものも含まれ、
その規模は大きく、「量的緩和」についても国債（一部で APCP も）の買取りを基本とした日銀
のそれを優に超え、リスクの高い MBS 等の購入にまで踏み切っている（注 39）。｢信用緩和｣たる





 米国では元来、短期金融市場における CP、ABCP の比重は高く、証券化商品を再組成し販売
する SIV が ABCP を資金調達の手段にしていたことから、パリバショック以来 ABCP の発行額
は激減する。さらに CP、ABCP 市場の縮小はその市場で運用を図ってきた MMF の元本割れを
もたらし、これら短期金融市場の流動性危機を回避すべく FRB は AMLF、CPFF、MMIFF、TALF
のファシリティーを出動させ、これらは CP、ABCP、MMF、ABS 市場へ資金を供給するもので
あった。ここで留意すべきは AMLF、TALF は ABCP、ABS を担保とするノンリコース・ローン
























いえよう。図－47 で明らかなように、FRB の資産はリーマンショック時には 8666 億ドルの水
準にあったが、2008 年 12 月には倍以上の２兆 2000 億ドルを超える急激な増加を示している。






りある勢いで FRB の資産を膨張させている。クリーブランド連銀の HP 上で確認すると、2009
年 11 月末で FRB の資産総額は 2 兆 1912 億ドルで、その内訳は伝統的な証券所有が 4517 億ド
ル、長期証券の買取りが 3187 億ドル、金融機関への融資が 2887 億ドル、主要な信用市場への
流動性供給が 1 兆 5237 億ドル、エージェンシーMBS 買取りが 1 億 0085 億ドルとなっている。
エージェンシーMBS 買取りがこの時点で 1 兆ドルを超え、総資産の 46％を占めていた。FRB
がひとえに民間リスクを引き受けてこうした資産膨張に至った。その後 2010 年 11 月から QE2
が始まり、それが終わる 2011 年 6 月には長期国債の買取りは１兆ドルを超え、2012 年 9 月の
QE3 以降も MBS の買取りは月額 400 億ドル、国債の買取りもツイストオペ（短期国債による
長期国債の買取り）と同額の月額 450 億ドルの規模を続け、資産膨張は続いている。2014 年 8
月初めには伝統的な証券所有が 3582 億ドル、長期証券の買取りが 2 兆 0393 億ドル、金融機関
への融資が 2790 億ドル、主要な信用市場への流動性供給が 18 億ドル、エージェンシーMBS 買
取りが1兆7137億ドルとなっている。総額4兆3920億ドルに達し、長期国債のウェイトは46.4％、
エージェンシーMBS のそれは 39.0％で、両者で 85.4％を占めるにいたっている。 
前掲図－43（117 頁）で不動産担保関連証券の残高は増えていないことが確認できる。しか
しその内訳を表－35 でみると、エージェンシーMBS のみが残高を増やしている。2007 年から
2013 年にかけて 1 兆 4467 億ドル増えている。不動産担保関連証券の残高全体では同期間に 9
兆 3726 億ドルから 8 兆 7215 億円に 6511 億ドル減っているにもかかわらずである。2013 年末
に FRB のエージェンシーMBS 買取り額は 1 兆 4982 億ドルなので、エージェンシーMBS が 2007
年から 2013 年にかけて 1 兆 4467 億ドル増えているのはひとえに FRB のおかげである。表－40
の FRB の金融市場安定化策のうち、金融機関への流動性供給はリーマンショック後の緊急支援
策であるといえるが、このエージェンシーMBS 買取りと QE2、QE3 は民間金融機関の尻拭いで





















保有する外貨資産を売っているためだ。5、6 月の 2 カ月でインドネシアの外貨準備は 8.5％、

















が 5 兆 9056 億ドル、同保証の付いた CMO が 1 兆 1340 億ドル、保証のない RMBS が 1 兆 0561
億ドル、CMBS が 6257 億ドル計 8 兆 7215 億ドル残っており、そのうち FRB が買い取ったのは






































339 137 115 55 25 22 18 18 11 6 
リスク資産 
の残高 
16,338 10,823 1,727 9,962 1,163 1,620 3,106 1,067 1,126 2,509 
資本増強が必要のない機関 
金融機関 
























13,375 4,448 3,264 2,306 1,318 1,158 1,098 1,044 696 
 
資料：日本経済新聞 2009 年 5 月 8 日付朝刊より作成 
 
 表－41 は 2009 年 5 月 7 日に FRB が米大手 17 機関に課したストレステストの結果である。
ここにリスク資産の残高が記されているが、この信憑性がどこまで担保されているかはなはだ
－ 136 － 
疑問である。というのもまず、そもそもリスク資産自体が金融商品が複雑に組成されているの
で、その査定自体が難しいこと。第 2 に時価評価を外して資産を査定するいいかげんさ。第 3
に「レベル３」の存在である。欧米では「レベル３」と呼ばれるそもそも複雑で、しかも薄商
いで時価が測定不能な不良資産が相当の規模で温存されている。ドイツ銀行、クレディ・スイ
ス、UBS の三行が保有する証券化商品のうち、この「レベル３」の資産は、3 月末時点で計 2300
億ドル（約 22 兆円）と、三行合計の自己資本の二倍強に達し（日本経済新聞 2009 年 5 月 27
日付朝刊）、米議会資料によれば米国でも 2009 年 3 月末残高で JP モルガン・チェースが 1448
億ドル、バンク・オブ・アメリカが 1269 億ドル、シティグループが 1236 億ドル抱えており、
次いで保有額の多いモルガン・スタンレーは 673 億ドル、しかしその資産に占める比重は 11％
に達している（日本経済新聞 2009 年 8 月 23 日付朝刊）という。日本の不良債権問題の際にあ
れだけ時価会計原則の導入を迫っていた米政府が、いざ自分の番になるとほっかぶりを決め込
んでいる。日本の不良債権は商業用不動産関連融資に伴うものが主で、不良資産の査定も比較
的単純であった。それでも資産査定の厳密化には時間を要した。1993 年 3 月期にリスク管理債
権ベースで不良債権が公表されて、その後銀行の自己査定に基づく債務者区分（1998 年 3 月以








採られ、サブプライムショック、リーマンショックの折に FRB にも参考とされた。1998 年 3
月に速水優氏が日銀総裁に就き、1999 年 2 月にゼロ金利政策を導入した。しかし 2000 年 8 月
にそれを解除したのち、IT バブルの崩壊というマイナス要素も付け加わって、新たな金融政策




導入された時の操作目標の残高は、ゼロ金利政策期と同じ超過準備 1 兆円の約 5 兆円で」（斉藤
［2014］、129 頁）、日銀当座預金の増大手段は長期国債の買い切りオペの増額で、福井俊彦総
裁の期に「残高目標が急拡大し…その最大値は 2004 年 1 月以降の 30～35 兆円であった」（斉藤
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［2014］、130 頁）。しかし、2006 年 3 月に量的緩和政策を解除し、金融政策の操作目標を日銀
当座預金残高からオーバーナイトものの無担保コールレートに変更し、7 月にはその金利を
0.25％引き上げることになった。リフレ派からこの解除は強く批判されることになる。リーマ
ンショックを受け白川方明総裁（2008 年 4 月就任）の下、10 月末の金融政策決定会合で超過準
備に付利を行う「補完当座預金制度」が導入された。そのうえで政策金利を 12 月 19 日に 0.1％
に引き下げられ、補完当座預金への金利も 0.1％に据え置かれ、2010 年 10 月に実質ゼロ金利と
資産買い入れ基金を柱とする「包括」緩和を導入するも、その後リフレ派の浜田宏一氏（安倍
政権下で内閣府参与）ならびに野党時安倍自民党総裁から名指しで批判されることになる。2012
年 10 月 11 日の記者会見で安倍総裁は日銀の白川方明総裁の任期中の政策が「不十分ではない
か」と指摘。2013 年４月の白川総裁の任期切れ後の人選にも「大胆な金融緩和を行ってもらえ
る方」と話したという（日本経済新聞 2012 年 10 月 18 日）。安倍政権誕生後も執拗な日銀批判
が行われ、「中央銀行の独立性」を保証した日銀法改正まで要求された。2012 年 2 月に日銀が
当面 1％の物価上昇を金融政策のめどに加えたことに対しても、安倍政権は執拗に絡み「2％の
物価上昇目標」を共同声明として結ばせ、白川総裁は 4 月の任期切れを待たず、2 月 5 日に辞
任を表明する。3 月 20 日に黒田東彦総裁と岩田規久男副総裁リフレ派主導の日銀体制が誕生し
た。そして 4 月 4 日の日銀政策決定会合で「量・質ともに異次元の金融緩和」が決定された。
その要点は、①政策の操作目標がオーバーナイトものの無担保コールレートからマネタリー
ベースに変更され、その量を 2 年で 2 倍にする。②マネタリーベースは 2012 年末の 138 兆円（実
績）から 13 年末に 200 兆円（見通し）、14 年末に 270 兆円に拡大する。その際日銀当座預金残
高も 2012 年末の 47 兆円（実績）13 年末には 107 兆円、14 年末には 175 兆円のめどがたてられ
ている。③長期国債の買取りを 2012 年末の 89 兆円から 13 年末には 140 兆円、14 年末には 190
兆円に増大。また④CP、社債、上場投資信託（ETF）、不動産投資信託（J-REIT）等のリスク
性資産の買い増しも行う。⑤長期国債の買い入れ対象を平均残存期間 1～3 年ものから 7 年もの
に広げ、40 年債まで買入れ。⑥日銀の長期国債の保有残高を日銀券の発行残高を上限とする「日
銀券ルール」の一時停止、である。マネタリーベースを 2 年で 2 倍にする目的は、白川日銀に
執拗に迫って政府と日銀の共同声明で織り込んだ「物価上昇率目標 2％」を 2 年で達成するこ
とにある。これが最初のボタンである。マネタリーベースを 2 年で 2 倍にすると物価が 2 年で
2％上昇する理論的根拠は示されていない。日本経済新聞によれば、黒田就任後3月21日に「チー
ム黒田」が組織されたという。そして「チームは国会対応の合間をぬって計量経済モデルで推
計を重ねた。答えは『マネーを 2 年で 1.8 倍程度に増やせば可能性はある』。黒田は『わかりに
くい。2 倍でいこう』と引き取った。マネーの量を 2 年で 2 倍に。有名になったフレーズはこ
うして生まれた」（日本経済新聞「日銀大転換（１）１ヵ月がすべてだ」2013 年 4 月 23 日）。




 両図とも 2013 年 3 月末から 2014 年 8 月 10 日にかけての推移である。この間、日銀の国債保
有残高は 125.4 兆円から 228.4 兆円に 103 兆円増え、当座預金残高は 58.1 兆円から 151.4 兆円
に 93.3 兆円増大している。目標に向かって順調に進んでいるといえる。しかし目標に向かって
































































































出典：日本経済新聞 2013 年 4 月 5 日 
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なったとしたら、そのまま不健全を続けていけるものでもない。黒田異次元緩和のゴールでは





































































































図－51、52、53 の図から以下のことが読み取れる。全世帯でみた平均所得は 1994 年の 664.2
万円から 2012 年には 537.2 万円に 127 万円も落ち、2012 年では平均所得 537.2 万円以下の世帯




















































































































































 図－54 から非正規雇用に関しては 1992 年から 2012 年にかけてその人数はほぼ倍増し、雇用
に占める非正規雇用の割合も倍近い 38.2％に上昇している。また図－55 から非正規雇用の高齢
化が進んでいることが読み取れる。さらに賃金では正社員・正職員が 317 万円（月額、年齢 41.1
歳、勤続 12.7 年）であるのに、正社員・正職員以外の雇用者は 196 万円 4 千円（月額、年齢
44.9 歳、勤続 6.8 年）（厚生労働省［2014a］）と、格差だけが問題となるのではなく、非正規雇
用で働く多くの人が働きながら生活がままならない水準に置かれているところにことの深刻さ
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のうち正規から非正規への転職は 40.3%で、5 年前の 36.6%よりも増え、逆に非正規から正規へ









1999 年 2 月；経済戦略会議、「日本経済再生への戦略」で「雇用の流動化」を答申 
1999 年 7 月；労働者派遣法改正、適用業務のネガティブリスト化(製造業は禁止)、職業安定法一部改正 12 月施行 
2000 年；政府の総合規制改革会議、労働者派遣の拡大と職業紹介自由化を提唱 































 比較のため、BOE ならびに ECB の資産の推移を参考に示しておきたい。 
 












2. 資産買取プログラムは、正確には BOE が国債等を買い取







 イギリス金融危機は米仏同様 2007 年段階に生じた。サブプライムショックの一環である。9
月に、前年住宅ローン供与額第 4 位の金融機関ノーザンロックが危機に瀕する。同行の主たる
資金調達が MBS、その他の市場性資金でパリバショック以来 MBS が販売不能になったので、
即座に流動性危機に陥った。イングランド銀行（BOE）の支援策の流れとしては FRB と共通す
る面もある。当初はオペ、ファシリティによる流動性供給で、それでも事態改善できず資産買
い取りに向かうことになったのである。具体的には 9月 13日に 380億ポンドの短期レポオペを、
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18 日には 2 日間のファインチューニングレポオペで 44 億ポンド供給した。2008 年にはレポオ
ペの対象に RMBS、ABS を加え、4 月には MBS を担保に TB の貸出を行った。リーマンショッ
ク後の 2009 年 1 月には CP 買取りプログラム、3 月には国債買取りプログラムを実施し、ファ






年 10 月 
・ギリシャ、前政権下での統計改ざんの表面化 






4 月 ・ギリシャ、EU に対して支援プログラムの発動を正式の要請 
  ・ギリシャ、統計を再修正、2009 年度財政赤字見込みの対 GDP12.7％を 13.6％へ 
5 月 ・ユーロ圏がギリシャに対して 3 か年で 1,100 億ユーロの融資を発表 
7 月 ・欧州金融監督委員会（CEBS)、ストレステストの結果を発表 
8 月 ・ギリシャ、EU・IMF のモニタリングにパスし、第 2 回融資実行が決定 
11 月 ・アイルランド、EU・IMF に対して金融支援を正式に要請 






4 月 ・ポルトガル、EU・IMF に対して金融支援を正式に要請 
5 月 ・EU・IMF とポルトガル、780 億ユーロの支援に合意 
7 月 ・ギリシャ向け第 2 次支援が決定、EU・IMF が 1,090 億ユーロ、 民間投資がギリシャ国債の交換等で 370 億ユーロ、ギリシャの買い戻しが 126 億ユーロ 
  ・フィッチ・レーティングス、民間負担の仕組みが発動されれば、「制限的デフォルト」に引き下げとの声明 
9 月 19 日 ・米格付け機関、イタリア国債の格下げ 
10 月 3 日 ・ユーロ圏財務相会議、EFSF の規模を 4,400 億ユーロに拡充 
10 月 9 日 ・ベルギー・フランス系銀行デクシア破綻、2 回のストレステスト合格も 
10 月 12 日 ・スロベキア議会、EFSF 拡充否決 
10 月 18 日 ・ムーディーズ、スペイン国債の格下げ 
  ・S&P、イタリアの 24 金融機関の格下げ 
10 月 26 
-27 日 
・EU・ユーロ圏首脳会議「包括戦略」まとめ、発表 1）ギリシャ支援、新国債の元本 50％削減、2）欧
州大手銀行に 2012 年 6 月までに総額 1000 億ユーロの資本増強と中核的自己資本比率を 9％に  3）
EFSF の規模を 1 兆ユーロに 




10 月 30 日 ・ギリシャパパンドレウ首相、EU 支援に国民投票を 
10 月 31 日 ・米証券大手 MF グローバル破綻 
11 月 9 日 ・イタリア国債利回り 7.4％に 
11 月 21 日 ・ハンガリー、ＥＵ・ＩＭＦに金融支援を要請 
  ・フランス国債の利回り 3.6％に上昇 
11 月 23 日 ・ドイツ国債入札、1/3 が札割れ 






2 月 29 日 ・ECB、LTRO を通して 5295 億ユーロの資金供給(523 の金融機関からの要請に基づいて） しかしいずれも｢時間を買う」政策に終始 
3 月 ・ギリシャ、６月までに 2013～14 年に実施する約 116 億ユーロ（約１兆 2000 億円）分の歳出削減策を EU との間で取り決め 
4 月 16 日 ・スペイン国債利回り、6.2％へ 
5 月 3 日 ・イギリス地方選で連立与党 700 議席失う、｢反緊縮｣の流れ 
5 月 6 日 ・フランス大統領選挙で社会党オランド氏が当選 
  ・ギリシャ総選挙（一院制、議会定数 300）で、大連立を組んで財政再建を進めてきた連立与党の合計議席が過半数割れ 
5 月 9 日 ・スペイン政府は大手銀バンキアに公的資金を注入する方針（70 億～100 億ユーロ） 
5 月 18 日 ・スペイン中央銀行によると、民間銀の融資に占める不良債権の比率は３月時点で 8.37％。 2008 年までは１％前後だった。 
5 月 ・スペイン、自治州の多くで州債の借り換えが滞り、今年中に必要な資金は合計で 360 億ユーロ （約３兆 6000 億円）と、想定の 80 億ユーロを大きく上回る。 
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単位 億ユーロ 億ユーロ 億ポンド 億ユーロ 億ユーロ 億ユーロ 億ユーロ 
ギリシャ 16.0 30.0 - 1.8 0.3 50.5 25.0 
アイルランド 2.4 1.0 4.5 - - 3.5 0.0 
イタリア 80.1 97.0 73.8 - 4.0 219.1 24.0 
ポルトガル － 9.0 12.1 28.2 0.3 18.8 4.0 
スペイン 22.8 31.0 67.5 356.6 - 37.1 12.0 
PIIGS 国債保 
有残高計（A) 
121.3 168.0 158.0 386.6 4.5 328.9 65.0 
2010 年末 
Tier1(B) 
425.7 317.3 535.5 606.2 353.2 685 354.0 
（A)/（B) 28.5% 52.9% 29.5% 63.8% 1.3% 48.0% 18.4% 








ので、さらに緊急性を要する課題となった。2011 年 10 月 26～27 日の EU・ユーロ圏首脳会議
がスペイン、イタリアの国債の格下げを受けて緊急に開催され、徹夜で「包括戦略」が取りま
とめられたのはその危機の深刻さの現れである。その際金融機関への流動性供給の中心を担っ
たのが LTRO（Long Term Refinancing Operations）で同年 12 月とよく 12 年 2 月に総額 1 兆 1185
億ユーロが要請のあった 1323 行に 3 年物の国債を担保に、支給された。内閣府［2014］によれ
ば、この LTRO に「対する早期返済が進んでおり ECB のバランスシートは縮小している」（73






ペにしていると考えられる。日本で財政法第 4 条ならびに第 5 条で日銀の国債引き受けを原則
禁じていたのも日本国憲法第 9 条を補完する目的があったからである。中央銀行に戦費調達の































































2. 新光電気工業社史編纂委員会［1988 年］を参考にした。参照されたい。 
3. 第 11 回の改定までは「電気機械器具製造業」に属していて、第 12 回の改定で「情報通信
機械器具製造」に編入されたデジタルカメラが 2005 年には 3 位で、その出荷額が約 2.8
－ 149 － 
兆円であると記録されている。 
4. それ以前の上位 10 品目をあげておく。 
 
製造品出荷額等上位10品目 
 1965 年 1970 年 1975 年 











2 時計・同部分品 174 時計・同部分品 440 外部記憶装置 463 












44 写真機・同付属品 257 懸架、制御装置部品 246 
7 民生用電気機械 43 顕微鏡・望遠鏡等 257 35 ミリカメラ 243 
8 農業用機械 37 
電子計算機・ 
同付属装置 
229 その他の自動車部品 224 
9 映画用機械・同付属品 33 
プラスチック加工 
機械・同付属品 
122 時計の部分品 221 







28      
● 
 1980 年 1985 年 



















































5. 1990 年、1995 年の品目名は「デジタル型電子計算機本体」であった。 
6. 図－8、9 の数値と表－9、10、11 の数値は 4 人以上の事業者をともに対象にしながら、異










10 品目出荷している事業所は品目ごとに 1 事業所としてカウントされるので、事業所数
も 10 ということになる。 






8. 第 2 次大戦前後に諏訪地方に立地した工場については小林［1985］、231 頁に詳しく記さ
れている。 
9. 長野県中小企業総合指導所［1980］、40～41 頁を参照した。 
10. 長野県中小企業総合指導所［1980］、41 頁。 
11. 富士通信機製造株式会社社史編集室［1964］、64－70 頁を参照した。 
12. 新光電気工業社史編纂委員会［1988 年］、27－60 頁を参照した。 
13. 富士通信機製造株式会社社史編集室［1964］、147 頁。 
14. 富士通信機製造株式会社社史編集室［1976］、73－74 頁、従業員数は 1988 年には 3779 人
にも増大する。 
15. 坂城町・坂城町商工会［1988］、36‐38 頁、信州地理研究会［1993］、142 頁を参照した。 
16. 信州地理研究会［1993］、184 頁、北野［2003］、183 頁を参照した。 
17. 信州地理研究会［1993］、135－137 頁を参照した。 
18. 信州地理研究会［1993］、133－134 頁を参照した。 
19. その東洋バルブも諏訪工場を閉鎖し、その跡地で毎年諏訪工業メッセが実施されている。 
20. ミヨタとシメオ精密はともに 2005 年に株式交換によりシチズングループに編入されシチ




ち、2013 年 3 月に村田製作所に譲渡される。 
21. 駒ケ根市と辰野町も 2012 年には「電機計」は大きく落ち込むが、それは両市町とも「情
報」の事業所数が 2 以下となって秘匿数値化した統計上の結果であると考えられる。前表






23. 長野県の調査（長野県商工部［1992～2012b］）では新規直接投資は 1994 年に 18 件、95
年に 10 件、96 年に 13 件になっている。 
24. 長野県の調査（長野県商工部［1992～2012b］）では 2001 年が 7 件、2002 年が 20 件、2003
年が 26 件、2004 年が 25 件、2005 年が 14 件である。 
25. この点については宮嵜［1994］、宮嵜［1995］に詳しく記している。 
26. ラテンアメリカの累積債務問題については宮嵜［1991］に詳しく記している。 
27. 96 年４月にシャープがマレーシアに移管した MD プレイヤーは国産寿命（国産品第一号
の年マイナス海外生産第 1 号の年）ゼロ年であった。 
28. 当時海外生産比率が圧倒的に高かったアイワがそれ故に可能だったミニコンポの逆輸入




30. 実際に IBM はマザーボードを SCI テクノロジーから、CPU をインテルから、OS をマイク
ロソフトから調達した。 
31. 以上は夏目［1999］第５章を参照した。 
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めに大型のシャドウマスクには熱膨張係数の小さいインバー合金が用いられる。そして厚




33. 以上は平野［2004］第 7 章を参照した。なお宮嵜［2007］も参照されたい。 
34. 以上は藤本・武石・青島［2001］第 3 章「半導体産業におけるアーキテクチャの革新」（三
輪晴治著）81 頁を参照した。 
















38. シティが抱える 3060 億ドルの不良資産で損失が生じた場合にはその大半を政府が埋め合
わせることを保証し、200 億ドルの資本注入を追加で実施する。2008 年 11 月 23 日に決定
され、実際 200 億ドルは 12 月 31 日に注入された。 
39. 深刻な金融危機に陥っていたわけではない日銀からすれば、当然にも FRB の「信用緩和」
の異常性に慮らなければならないところ、逆に日銀も非伝統的な金融政策に舵を切ってし
まった。2010 年 10 月５日開いた金融政策決定会合で初めて上場投資信託（ETF）や不動
産投資信託（REIT）も購入することを決定してしまったのである。白川総裁（当時）は「中
央銀行として異例の措置」と強調し、その決定については日銀の政策総動員による「包括
－ 153 － 
緩和」と位置付けたというが（日本経済新聞、2010 年 10 月 6 日付朝刊））。 
40. この点は田中［2013］に詳しく記されている。参照されたい。 
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